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 午前 ９時５９分 開  議 

○相田克平議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第５号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○相田克平議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、まちなかの今後について外２点、６番小

島一議員。 

  〔６番小島 一議員登壇〕（拍手） 

○６番（小島 一議員） 皆様おはようございます。 

  至誠会の小島一でございます。 

  まずは、本日も傍聴にお越しいただいた皆様、

誠にありがとうございます。 

  新しい議場となりまして初めての一般質問、本

日で４日目を迎えております。私を含めまして、

本日の４人で終わりと、４人を残すところとなり

ました。皆様どうぞ最後までよろしくお願いいた

します。 

  さて、私たちの会派は、このたび会派名を変更

しました。至誠会という会派名にしましたが、至

誠会の至誠とは、吉田松陰先生の「至誠にして動

かざる者は、未だ之れ有らざるなり」から来る至

誠を貫くというところから引用したもので、すべ

きことを真剣に本気の覚悟で誠意を持って行うこ

とを理念とし、会派名といたしました。 

  私たち市議会議員がなすべきこと、政治に携わ

る者として腹に据える覚悟、様々な思いを持って

今後活動していければと思いますし、その思いを

持って質問に入らせていただきます。 

  私のこのたびの質問は３点です。 

  大項目１、まちなかの今後についてであります。 

  この件に関しましては、さきに山村議員、影澤

議員が類似する質問をされていますので、重複す

るところがあるかもしれませんが、御了承をお願

いいたします。 

  ６月１日、東京第一ホテル米沢が９月をもって

営業を終了すると報道がなされました。今月にな

り、旧大沼米沢店も取り壊しが始まりました。 

  事業所経営に対して何かを言うつもりは毛頭あ

りませんが、この地で生まれ育った者として、一

抹の寂しさを感じているのも事実であります。 

  町なかの活性化がより力強いものであればどう

だったのか、人流が増加し続けていればどうだっ

たのか、行政だけにその責任を求めるものではあ

りませんが、何かしらできることがあったのでは

ないかと考える市民も少なくないはずです。 

  この間、市当局や中心市街地活性化協議会、学

生団体や商店街連盟など、様々な方々が町なかを

元気にしよう、にぎわいを取り戻そうと各種イベ

ントなどを通して活動されてきたことは承知して

いますし、運営にも一部参加してまいりました。

何とかしたいという市民の活動をじかで見てきた

からこそ、現在の状況を心苦しく感じているのか

もしれません。 

  思いを共有し、これからできること、なすべき

ことを明確にするためにも、まずはこれまでの取

組や施策の方向性の検証を踏まえ、これからの町

なか、中心市街地をいかに育てていくのか、改め

てその方向性をお伺いいたします。 

  また、この間、具体的に取り組んでこられた事

業に関しましても、その成果をどう捉えているか

お伺いいたします。 

  これまでの数値目標（ＫＰＩ）は、主に通行量

調査を根拠とされてきたように記憶していますが、

その点からの検証も併せて御答弁をお願いいたし

ます。 

  令和２年12月、米沢市都市計画マスタープラン

及び米沢市立地適正化計画が策定されました。自

然・歴史・文化と都市とが調和する持続可能なま

ちづくりを基本理念とし、居住誘導区域、都市機
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能誘導区域を線引きし、緩やかに人口密度の高い

コンパクトなまちをつくっていくことを目指す計

画であると理解しています。 

  計画内における中心地区には、ナセＢＡ周辺の

中心市街地エリアも含まれています。都市機能誘

導区域内でも、中心地区はより人々が行き交う活

力を感じることができる空間であり、場所である

ことが必要と考えます。 

  都市計画を新たに策定されたことにより、これ

までなかなか進められなかったまちづくりを今後

どのように進めていく予定なのか、ハード、ソフ

ト両面からその取組について御答弁をお願いいた

します。 

  大項目２点目は、本市のものづくりのこれから

についてお伺いいたします。 

  先日、第３期工業振興計画の素案が議会に示さ

れました。また、内閣府へ提出された持続可能な

開発目標、いわゆるＳＤＧｓの提案書も示されま

した。 

  その中には、第２期工業振興計画での目標値に

対する達成率も示されています。その中で、達成

率が伸びなかった事業を見てみますと、企業連携

や異業種交流に関連するものが伸びていないよう

に見てとれます。さらに言えば、製造品出荷額、

付加価値額においても目標には残念ながら届いて

いないようであります。 

  ＳＤＧｓ未来都市等提案書における2030年のあ

るべき姿の１つ目の項目に「鷹山公のつくりあげ

た「ものづくり」産業が市内経済をけん引するま

ち」とあることを踏まえれば、いかにして付加価

値額を上げていける事業を展開していくのか、新

たな価値のあるものを製造販売していくのかが課

題ではないかと感じています。 

  そのような課題を解決するためにも、様々な立

場や経験値を持つ人が互いの持つ知見や経験を共

有し、新しい可能性にチャレンジしていく、取り

組んでいくことは重要な要素であると認識してい

ます。 

  そこで、お伺いいたします。これまでも異業種

交流や山形大学との連携など、新たな価値を創造

するための取組はどのように行ってきたのでしょ

うか。また、その成果をどのように捉えているで

しょうか。さらに、今後さらなる展開を求めると

すれば、どのような取組を模索検討されているの

でしょうか、お伺いいたします。 

  あわせて自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組の

経過目標という位置づけだと思いますが、製造業

付加価値額を2018年、1,465億円から2023年、1,600

億円に増額していく目標も掲げられました。経過

目標とはいえ、今後の市内経済を牽引していくも

のづくり産業の目標値とすれば、何としても達成

していかなければならないものだと考えます。ぜ

ひ達成してほしいという思いから伺いますが、い

かにしてこの目標を超えていくのでしょうか。そ

の取組や内容について御答弁をお願いします。 

  大項目３点目は、景観形成事業のこれからにつ

いてです。 

  これまで、景観形成に関しては、様々な場面を

捉えて質問してきました。市民の意識醸成に向け

た取組の重要性、先進事例から学び、モデル地区

における成功事例の形成と、その積み上げなど、

市民が日常的にまちに対する誇りと自信につなが

るような事業構築と、その推進に対して質疑をし

てまいりました。しかしながら、現状においては、

景観形成事業におけるその成果を市内において確

認できる状況は多くないのが現状ではないでしょ

うか。一朝一夕で効果が見えるようになる事業で

ないことを理解しながらも、ここで住み暮らす市

民や、このまちに思いを持つ関係人口と言われる

人たちが、つくり上げられていく町並みに誇りや

自信、いわゆるシビックプライドを持ち、後世に

つないでいく、そんな事業推進を願いながら質問

いたします。 

  まずは、さきに策定された都市計画マスタープ

ラン及び立地適正化計画における景観形成の置き

どころはどのようになっているでしょうか。都市
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機能誘導区域、居住誘導区域内におけるモデル事

業の創出などを進めることができないのかお伺い

いたします。 

  次に、事業推進に資する予算確保の観点から、

ふるさと納税の使い道に景観形成の項目を追記で

きないかお伺いいたします。 

  この点に関しましては、さきの議員インターン

シップで私のところに来てくれた学生との話の中

で出てきたことと関連します。その学生は、本市

内の３大学に通う学生が本市を離れる際、例えば

植樹などをしていくことで本市への思いを持ち続

け、社会人になってから、自らが植樹した木の成

長を見に来たりすることで、その後も関係を続け

ていける機会になるのではないかという話でした。 

  この話を踏まえれば、思いが形になる事業に対

して納税という形で協力することで、その後の成

果を見るために本市を訪れたり、ＳＮＳなどで発

信したりと、その後の副次的な効果にもつながる

のではないかと考えますが、そのお考えをお伺い

いたします。 

  また、本市で精力的に取り組んでいるブランド

戦略事業がありますが、その推進に資するＴＥＡ

Ｍ ＮＥＸＴ ＹＯＮＥＺＡＷＡに組み込んでい

く流れをつくれないか、併せてお伺いいたしま

す。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

  〔吉田晋平建設部長登壇〕 

○吉田晋平建設部長 私からは、１のまちなかの今

後についてと、３の景観形成事業の今後について

お答えいたします。 

  初めに、（１）の本市の町なかの現状をどう捉

えているかについてでありますが、まちの活性化

につきましては、行政だけでなく民間事業者によ

る投資や関係機関や団体などの活動など、様々な

取組が相乗効果を発揮して成し遂げられるものと

考えております。 

  この基本的な考えの下、まず第１段階として、

行政が民間事業を誘引、誘発するための公共事業

を先行して実施することとし、平和通りを中心と

したエリアにおいて、平成22年から26年にかけて

都市再生整備計画事業に基づく国の交付金事業を

活用しながら、ナセＢＡや西條天満公園などの施

設整備を行ったところであります。 

  その後、第２段階といたしまして、それらの公

共施設を活用したイベントなど、様々なソフト事

業を実施し、町なかに人を誘導するにぎわいづく

りについて現在まで取組を進めてきたところであ

ります。 

  これらの事業実施に当たりましては、都市再生

整備計画事業の中で目標を定めているところであ

りますが、町なか活性化に関する指標といたしま

して、町なか公共文化施設利用者数については平

成19年度を基準年度とした従前値17万6,044人か

ら平成26年の目標値19万6,300人に対し、実績値が

18万638人、また平和通り歩行者・自転車通行量に

つきましては、平成20年度を基準年度とした従前

値1,676人から平成26年の目標値1,576人に対し、

実績値が924人となっており、いずれの目標値も達

成には至らなかったところであります。 

  なお、ナセＢＡの開館などによりまして、単純

に30万人を超える利用者が増加したこともあり、

他の施設の利用者または交通量の減少などに対し

一定の歯止め効果があったものと考えており、ま

た、その後に行いましたフォローアップなどによ

りましても、数値の向上が図られたところであり

ます。 

  なお、現状のコロナ禍はもとより大沼米沢店の

閉店や市内ホテルの営業終了の予定など、インパ

クトの大きい出来事が続く中、昨年10月に行われ

ました商工会議所のアンケートでは、売上げなど

の減少、資金繰りの悪化など、経営に影響を生じ

ている事業所が９割に上るなど、厳しい実態が明

らかになる中で、改めて町なかの状況の変化につ

いて捉え直す必要があると考えたところでありま

す。 
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  続きまして、（２）今後の目指す方向性とその

実現に向けた具体的な取組についてでありますが、

現在進めている取組といたしましては、町なかの

交通環境の利便性を高めるため、ナセＢＡから県

道米沢猪苗代線までの区間の市道につきまして、

一方通行規制の解除に向けた道路整備工事を行う

ほか、ナセＢＡから旧大沼米沢店交差点までの区

間についても道路測量設計調査に着手していると

ころであります。 

  また、丸の内交差点改良につきましては、県事

業として今年度中に完成する予定であります。 

  ソフト事業といたしましては、市内大学生が中

心となった「まちなかぶらっとランチマップ」「ラ

ンチラリー」や、「まちきれいプロジェクト」な

どの取組を推進するほか、新たに昨年度国が実施

した「ＧｏＴｏ商店街事業」を独自にブラッシュ

アップした「まちなか賑わい創出事業」の実施を

予定しているところであります。 

  今後につきましては、令和２年12月公表いたし

ました立地適正化計画に基づき、効率的で持続可

能な集約型の土地づくりを目指し、計画に掲げる

誘導施策を進めながら、土地の高度利用化や都市

機能の充実及び居住環境の整備などについて図っ

てまいりたいと考えているところであります。 

  現時点での取組を予定する事業といたしまして

は、国土交通省の都市構造再編集中支援事業を活

用した市立病院などの誘導施設や市道などの整備

のほか、先ほども紹介いたしましたが、活力創出

及び魅力の向上に効果的なソフト事業などの誘導

施策を継続的に実施してまいりたいと考えており

ます。 

  なお、これらの事業につきましては、適宜都市

機能の誘導に資するものなのか点検評価を行い、

必要に応じて計画の見直しを行いながら、まちの

活性化に努めてまいります。 

  次に、３の景観形成事業の今後についてお答え

いたします。 

  まず、立地適正化計画の優良区域内における景

観のモデル事業の実施についてでありますが、米

沢市景観計画におきましては、景観形成重点地区

として４地区指定しており、うち松が岬公園周辺

地区、米沢駅周辺地区、上杉家廟所周辺地区の３

地区について誘導区域内となっているところであ

ります。 

  これらの３地区につきましては、本市を代表し、

重点的に良好な景観を形成する地区として指定し

たものであり、他地区のモデルとなることで、多

くの地区に景観形成の意識が広がっていくよう、

事業を推進していくことが大切であると考えてお

ります。 

  なお、今後の取組についてでありますが、市全

体において米沢らしい魅力ある景観が形成される

よう、市民・事業者に積極的に景観形成の必要性

を周知していくとともに、重点地区以外におきま

しても、住民による景観の意識の醸成が高まった

地域がある場合には、モデル事業などとして積極

的に取組を実施してまいりたいと考えております。 

  次に、景観形成事業をふるさと納税の使い道と

して明記できないかとの御質問でありますが、本

市のふるさと応援寄附金においては、寄附者が使

い道を指定することができます。その使い道の一

つといたしまして「住環境を整備し安全・安心に

暮らせるまちづくり」があり、この中には、魅力

ある景観形成も含まれているところであります。 

  ふるさと納税に込めた思いが、景観形成という

形で具体化されれば、納税された方にとっても、

より本市への愛着につながるものと捉えておりま

す。 

  最後に、ブランド戦略に組み込む流れをつくれ

ないかについてでありますが、景観形成に取り組

む団体活動が米沢品質向上の１つでもありますの

で、積極的に推進している団体があれば、ぜひ、

ＴＥＡＭ ＮＥＸＴ ＹＯＮＥＺＡＷＡに参画い

ただきたいと思っております。そのような団体が

ございましたら、お声がけをさせていただきたい

と考えているところであります。 
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  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、２の本市のものづ

くりの今後についてお答えいたします。 

  初めに、（１）異業種交流事業による新たな開

発、販路、気づきを生むための施策をについてお

答えいたします。 

  本市では、山形大学工学部や地域産業団体等と

の連携・協力の下、平成27年度から異業種交流を

実施しており、市内の企業と大学の取組内容に関

して相互理解を深めるとともに、市外からも企業

の参加を募りながら、企業間の連携や企業と大学

の連携による交流事業を推進してきたところです。 

  異業種交流事業のうち山形大学工学部と参加企

業との交流促進イベントにおいては、企業の課題

とその課題解決に資する大学の研究シーズのマッ

チングを実施するなどして、企業においては新た

な気づきを生み、事業内容の改善につなげるなど

の一定の成果を上げておりますが、一方で、その

先の具体的な新製品開発や共同研究等の実現まで

には至っていないのが実情であります。 

  このようなことから、本年度から当該事業をよ

り効果的、効率的に推進していくため、これまで

市が実施してきた異業種交流に関する業務を、研

究開発及び企業連携の面で多くの実績を持つ山形

大学工学部に委託し、異業種連携による事業創出

を目指した新たな取組を進めているところです。 

  具体的に申し上げますと、山形大学有機エレク

トロニクスイノベーションセンターの中で研究開

発を進める市外企業の保有技術と、市内企業が保

有する情報通信関連の組立て技術やプラスチッ

ク・金属など加工技術、周辺機器・システム関連

技術、医療、食品分野などの異業種関連技術との

連携を促進するためのセミナーやシンポジウムの

開催を予定しているところです。 

  また、本市では、昨年度から商工課に産学連携

支援員を配置いたしまして、市内企業のニーズの

把握に加え、山形大学国際事業化研究センターと

の連携による大学の研究シーズの分析に努めなが

ら、積極的に産学連携のマッチングを推進してお

ります。 

  さらに、地域ものづくり企業の販路開拓や技術

開発、人材育成等を目的として、本市及び地域産

業団体等により組織された米沢ものづくり振興協

議会において、昨年度から専属の販路開拓支援員

を配置し、市内企業と市内外の企業とのビジネス

マッチングを積極的に実施しております。 

  これまで販路開拓支援員が行ったビジネスマッ

チングは、工業分野だけにとどまらず、産業分野

や観光分野など異業種にわたり実際にビジネス成

約を実現するなど、具体的な成果も出始めている

ところです。 

  今後も異業種交流を通した企業支援を推進する

ため、本市の産学連携支援員による産学連携コー

ディネート事業と米沢ものづくり振興協議会にお

ける販路開拓支援事業との連携を強化するととも

に、米沢商工会議所と連携して取り組む中小企業

経営基盤強化サポート事業の中で、販路開拓や新

商品の開発、新分野への事業展開、業態転換等に

対して、山形大学工学部からも専門的なアドバイ

スをいただくなどして、各種取組を重層的に展開

し、相乗効果を生み出していきたいと考えており

ます。 

  次に、（２）持続可能な開発目標を掲げ、ゴー

ルターゲットをいかに達成していくのかについて

お答えいたします。 

  現在、本市では、第３期米沢市工業振興計画の

策定を進めており、さきにお示しした素案の段階

でありますが、基本目標を高付加価値化による持

続可能なものづくり産業の実現と定め、５年後の

本市工業が目指す姿として「労働生産性や市民所

得の向上の実現により、地域産業が活力にあふれ、

市民が安定して働きつづけることができるものづ

くりのまち米沢」としているところであります。 

  この計画では、計画を推進するに当たって目標



- 224 - 

とする評価指数の一つに付加価値額を採用してお

ります。ここで言う付加価値額とは、国の工業統

計調査により算出した額でありますが、本市の製

造業関連事業所での生産活動において新たに生み

出された価値の合計額であります。 

  具体的には、従業員数が４人以上29人以下の事

業所については、製造品出荷額等から内国消費税

等と原材料使用額等を差し引きました減価償却費

を含んだ粗付加価値額であります。 

  また、従業員数が30人以上の事業所にあっては、

製造品出荷額等と在庫増減額の合計から内国消費

税等と原材料使用額と減価償却額を差し引いたも

のを付加価値額と定義しているものです。 

  先ほど議員から、自治体ＳＤＧｓにおける付加

価値額の目標値の御説明がありましたが、第３期

工業振興計画におきましては、付加価値額の合計

においては、評価指数として令和７年度までに製

造業の付加価値額を年間1,650億円に設定してお

ります。 

  こうした評価指数を達成するためには、具体的

な戦略に基づいた事業をしっかりと進めていくこ

とが必要であると考えており、このため、工業振

興計画の戦略の方向性を、ものづくり企業の経営

基盤強化、２つ目として先端技術の活用促進によ

るものづくりの振興、３つ目として成長分野の企

業誘致による産業集積・基盤強化、この３つに定

め、各種政策を積極的に展開していくこととして

おります。 

  まず、戦略の１つ目のものづくり企業の経営基

盤強化におきましては、新時代を見据えた人材の

育成及び定着の促進を重要施策として設定してお

ります。その中での具体的な事業展開例として、

市内企業のものづくり人材の技能及び定着率向上

を支援するとともに、産業団体等と連携し、次世

代のものづくり産業を担う高校生や大学生の市内

就職を促進する取組を実施していくこととしてい

ます。 

  ２つ目の戦略、先端技術の活用促進によるもの

づくりの振興においては、先端技術、有機エレク

トロニクス関連やＩｏＴ、ＡＩ、ロボットなど先

端技術の活用及びスタートアップ支援を重要施策

として設定したところであります。 

  その中での事業展開例として、産学官金連携に

よる５Ｇ、ＩｏＴ、ＡＩ、ロボットなどの先端技

術や、有機エレクトロニクス関連技術を市内もの

づくり企業が積極的に活用し、将来的に地域の核

となる持続可能な新しい産業分野の創出を図って

いこうとしているところであります。 

  ３つ目の戦略の成長分野の企業誘致による産業

集積・基盤強化におきましては、新たな地域もの

づくり牽引拠点として、産業用地確保の推進と波

及効果が高く成長が見込まれる産業の立地促進、

この２つを重要施策として設定いたしました。 

  その中では、市内企業の移転、事業拡大による

工場用地などの確保並びに成長が見込まれる産業

の立地ニーズなどに対応するため、新たな産業用

地の確保に向けた適地選定などの調査に着手でき

るように進めていくこととしております。 

  こうした、これまで申し上げてきました取組を

産学官金の連携により着実に推進していくため、

毎年度、目標に対する進捗状況を分析するなど、

時点での状況把握に努めるほか、ＰＤＣＡサイク

ルによる事業の見直しなどを実施することで、市

内製造業全体の付加価値額の向上につながるよう

取組を進めてまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） それでは、すみません、

順番を変えて２回目の質問をさせていただきたい

と思いますが、まずものづくり関連の件です。 

  今、部長から様々具体的な事例も含めまして、

壇上からの質問に御答弁いただいたわけでござい

ますが、その中において、製造業の付加価値額増

の取組内容に関連して、様々な取組を重層的な展

開でもって進めていかなければならないという趣

旨の御答弁があったわけですけれども、その重層
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的なというところ、我々が話を聞いてイメージす

るところ、具体的にどの辺の事業を重層的に取り

組んでいくのか、改めてお伺いしたいと思います

が、いかがですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 先ほど申し上げましたように、

新たに配置いたしました産学連携支援員による取

組であったり、また、ものづくり振興協議会にお

いて、こちらも新たに専属で配置いたしました販

路開拓支援員、そういう様々な立場の人による取

組、そういうものを複合的に取り組んでいく、そ

ういうことで相乗効果を発揮させていきたいと、

このように考えております。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） つまり、これまではそれ

ぞれの役割を明確にした中で進めてきたものを、

横連携といいますか、そういったことで、より効

果を乗じていくといいますか、ただの１は１では

なくて、１と１があることによって３になったり

５になったりという効果を狙っていくということ

の御答弁だったと理解させていただきたいと思い

ますし、やはりそういった形での取組が非常に重

要だと思っています。 

  人口減少社会が進んできて、少子高齢化、いわ

ゆる生産年齢人口がどんどん少なくなっていく世

の中において、今までは１が１だけでも社会構造

が成り立っていたものが、やはり副次的な効果と

いうものを狙っていかないと、なかなか社会構造

全体の中でのバランスが保っていけないという状

況にも今後なっていくことも予想されますから、

仕事の中身においても、そういったところはやは

り検討していかなければならないと私自身も考え

ますので、ぜひその辺の展開を進めていただきた

いと思います。 

  もう１点、企業誘致に関連して基盤強化という

意味合いから、いわゆる工業団地的なもの、そう

いったものも今後造っていくことを念頭に調査に

入っていく旨の御答弁があったかと思います。 

  この間、議会からも今のオフィス・アルカディ

ア並びに八幡原工業団地の空いている区画が残り

少なくなってきたことを受けて、今後の企業誘致

の展開という意味合いから、新たなる造成につい

てはどのように考えているかという質問が議員か

ら様々あったかと記憶しています。 

  その都度、まずは今ある工業団地並びにオフィ

ス・アルカディアをしっかりとまず埋めていくこ

とを第一義的に捉えながら、その後の展開につい

ては検討していくという答弁がこれまでの答弁だ

ったと思いますが、現在、この状況において、そ

ういった新たな展開を模索し出したというところ

は、何かその裏づけになるものがあるのかお答え

をお願いします。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 ただいま御意見にありました

ように、八幡原工業団地につきましては、今分譲

率99％となっておりますし、またオフィス・アル

カディアにつきましても分譲率81％、残区画の産

業用地としていろいろ御提供できる部分が少なく

なっております。 

  そういうことから、その団地の面積にもよりま

すけれども、いろいろお問合せいただいている企

業の皆様の様々なニーズに応えられない状況にな

っております。 

  一方で、今後新たな雇用機会をつくっていった

り、企業競争力を向上させながら、地域のものづ

くりを総体的に高めていくためには、やはり新た

な拠点を形成していくことが必要であります。 

  そういうことから、より波及効果が高く成長が

見込まれるような産業を誘致していくことも重要

だと思っておりますので、そういう様々な時代の

ニーズに応えられるような形で、新たな産業用地

についてもしっかりと考えていく必要があると考

えているところです。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） 非常に前向きな御答弁を

いただいたかと思いますが、もう少しその点お話
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を聞かせていただければ、今この場で明確な御答

弁はなかなか難しいのかもしれませんが、各種

様々な業態・業種の方々から、本市への企業進出

というお話は、行政だけに限らず、例えば銀行で

あったりとか、あとは様々な市内各企業にお声が

けをいただきながら、または県との連携というと

ころから、これまでも事業展開がなされてきまし

たし、今後もそういう方向づけになってくるのだ

ろうと思います。 

  そういった様々な部分から、本市への企業進出

もしくは工場の新設等々のお話が、具体的ではな

いにせよ、様々な問合せが、今この状況の中でも

あるということで認識をしておいていいのか、そ

の点だけ、もしお答えいただければお願いします。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 今、こういうコロナ禍の状況

ですので、積極的な営業活動といいますか、そう

いう企業誘致活動については、なかなかできない

状況でありますけれども、様々な企業の皆様から、

いろいろお問合せをいただいている、そのような

状況であります。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） 今、部長がおっしゃった

ように、このコロナ禍の状況の中で、なかなか各

企業も減収減益という状況が続いている中、新た

な事業展開というのは、かなりハードルが高いの

だろうなと思いながら、やはり一方でワクチン接

種が進んできている今の国内状況を踏まえれば、

とりわけ大手と言われているような企業体を含め、

次のコロナ後の社会構造を見据えて、様々な展開

に既に手は打ち出している状況かと思っています。 

  つまり、そういった人たちの行動や今後の展開

を待つのではなくて、これまでも首都圏や中京圏

を含めてアンケート調査を実施したりということ

は、これまで取り組んでこられたと認識しており

ますけれども、そういったところになかなか実際

にその場所まで行くとまではいかなくても、何か

しらの連絡手段とか、問合せ等々は進めていける

はずですので、そういったところにいち早くアプ

ローチをかけて、しっかりとそういった方々を

我々は見ていますよという姿勢を示すだけでも、

それは今後の展開は非常に変わってくるのかなと

思っていますので、ぜひ今後とも市内経済を牽引

する各種企業であったりとか、営業所が本市に進

出ということを決めてもらえるような動きを進め

ていただきたいなと、まずは要望しておきたいと

思います。 

  次に、３番目に壇上で御質問した景観形成に関

してお伺いしたいと思います。 

  その中で、ふるさと納税についてできないかと

いうことで、壇上から御質問させていただきまし

たが、部長からは、いわゆる住環境や町なか整備

というところに含まれるという趣旨の御答弁があ

りました。 

  私が言いたいのは、明確にそういったものを記

載していく。要は寄附される方々が、どういった

ものに使われるのだというものを、しっかり自分

の意思を反映させられるような形でつないでいく

ことが、その先の効果につながっていくのではな

いですかという趣旨の御質問をさせていただいた

つもりでいます。 

  ぜひ、その点に関して、今すぐにふるさと納税

の各種ポータルサイト等々への書き方をすぐさま、

今日言ってあしたみたいな形で変えられないとは

しながらも、ぜひそういった、今までのふるさと

応援寄附金の本市のバナーの状況ではなくて、よ

り納税しようと考える方々の思いを受け止められ

るような形に、今回は景観形成の話で進めていま

すけれども、そのほか様々なものがあると思いま

す、そういった形に切り替えていくということも、

一つ今後の事業展開の中には考えとしてあっても

いいのではないかと思いますが、その点に関して

はいかがでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 今、御提案のありました件で

ございますが、やはり景観形成にとどまらず、寄
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附される方の思いに応えていくという部分につき

ましては、いろいろな形があろうかと思います。 

  現在、アイデアというものは持っていないとこ

ろではありますが、関連部署との協議をしながら、

よい方向になるように考えてまいります。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） すみません、私の今回の

質問の一番大きなところである中心市街地関連の

ところ、少し時間があれですので、させていただ

きますが、まず、中心市街地活性化の基本計画―

―壇上では様々答弁いただいたわけですけれども、

中心市街地活性化の基本計画、これが令和２年度

までの計画で、今後更新の予定はないと聞き及ん

でいます。さきの一般質問でも、そのような御答

弁があったかと思いますが、今後、中心市街地活

性化に関係した行政側の対応、いわゆる何か別の

計画で補完をしていくのか、そもそも中心市街地

という概念をなくしていくのか、その辺のお考え

はいかがでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 中心市街地活性化基本計画に

ついては、先ほど議員からあったとおり令和２年

度で終了しているところであります。旧基本計画

につきましては、中心市街地の活性化に関する区

域や基本方針、具体的な事業内容について、その

事業レベルで掲載しているものでございます。 

  これが終了するということでありますので、今

後は令和２年12月に策定いたしました米沢市立地

適正化計画におきましても、この中心市街地活性

化計画で定めておりました区域、いわゆる市街地

の中心部でありますが、そういったところも網羅

されておりますので、あと具体的な事業内容につ

いても網羅されておりますので、立地適正化計画

に基づいて進めていきたいと考えているところで

あります。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） 平成23年、中心市街地活

性化基本計画が策定された際は、町なかの人流が

減少している状況であったりとか、なかなか中心

部が、言い方が悪いですけれども寂れてきてしま

っているような状況を踏まえて、何とかせんとい

かんということで、国の交付金事業も活用する意

味合いも含めながら計画を策定されてきたと思い

ますし、その後、ハード整備、ソフト事業などを

進めてこられたと見ております。 

  そういった中において、明確な中心市街地活性

化というものが計画の中からなくなっている、今、

部長は補完をしていくというふうにはおっしゃら

れましたが、一方で、商工会議所の中には中心市

街地活性化協議会ということで、この基本計画が

あったからこそ、様々な市民の方々が参画した協

議会を設置し、町なかのにぎわいづくり等々へ寄

与してきた経過があると思います。 

  その基本計画、今回更新をなされていないわけ

ですけれども、中心市街地活性化協議会の今後の

取組といいますか、そもそもその団体は今後どう

なっていくのか、お知らせください。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 米沢市中心市街地活性化協議

会につきましては、本市が策定する中心市街地活

性化基本計画に関する内容につきまして、意見で

あったり要望、さらには中心市街地活性化に関す

る内容につきまして、様々な情報交換であったり、

市への事業の提案であったり、そういったことを

目的といたしまして、商工会議所が主体となって

平成24年に設置されたものであります。 

  その後、都市再生整備計画に基づく事業実施な

ど、具体的な取組を推進してきたところでありま

すが、なかなか民間活動が活発化してこなかった

ことや、基本計画策定時に予定しておりましたま

ちづくり会社の設立にも至らなかったことなどか

ら、主体的に活動に取り組む団体がなかなか生ま

れてこなかったというようなところがありました。 

  そのようなことから、平成28年度以降につきま

しては、協議会自身が事業の実施主体となって、

様々なにぎわいづくりのイベントなどソフト事業
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を展開してきたところであります。 

  今後につきましては、立地適正化計画に基づい

て事業を進めていくということになりますので、

今までの協議会の取組を継続しながら、立地適正

化計画に基づく中心市街地の活性化の在り方など

も検討を行いながら、必要に応じまして、この組

織の活動の見直しであったり、そういったものに

ついても検討してまいりたいと考えているところ

であります。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） 先ほど壇上で建設部長か

らも、またさきの３月の木村議員の代表質問にお

いても各部長から、中心市街地活性化について行

政だけでなくて、民間投資や関係機関の活動など、

様々な取組が相乗効果を発揮して成し遂げられる

ものであるという御答弁がありました。まさにそ

のとおりだと思います。 

  そういった中において、なかなか民間投資を呼

び込むというところが具体的な事例として積み上

がってきていないのが現状ではないかなと思いま

す。 

  そういった中において、今後事業展開として考

えられているのが、都市構造再編集中支援事業で

あるということかなと思っておりますが、やはり

支援事業を実際に具体的に走らせていくためにも、

１つは都市再生推進法人という民間団体の認可と

いうものが、今後一部キーになってくるのかなと

思っておりますが、その辺、市としては、認可に

向けてどのようなお考えをお持ちかお知らせくだ

さい。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 議員からお話のありました都

市再生推進法人につきましては、まちづくりに関

しまして、市町村などでは十分果たすことができ

ないまちづくりのコーディネーター役であったり、

まちづくり活動の推進主体となってくる役割を持

っているところであります。 

  本市といたしましては、町なかの活性化につき

まして、やる気と活動実績が伴った団体が都市再

生推進法人指定を望む場合につきましては、積極

的に指定していきたいと考えているところであり

ます。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） ぜひそのような形で進め

ていただきたいと思いますが、それは、現状当局

としては、そういった市民側というか、そちらの

ほうにそういったものに向けた動きがあるという

ふうな現状の捉え方、どのように捉えていらっし

ゃるでしょうか。 

  つまり、市民のほうでそういったものに対して

の欲求であったりとか動きというものがない中で、

行政だけがそういったものの必要性や重要性を認

識していても、事は一向に進んでいかないわけで

はないですか。 

  やはりそれは、民間側の思いや熱意を喚起して、

そういったものへの取組を助長していくような役

割を行政側は担っていると思いますし、それが生

まれてきたのであれば、今度は伴走していくとい

うことで、ただただ民間だけが走って、行政は何

かあったらよろしくねでは駄目だと思うのですよ。

その辺のところの捉え方、現状も含めてお知らせ

いただけますか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 都市再生推進法人への指定の

動きということだろうかと思っております。現在、

具体的にお話しできる内容まではないわけであり

ますが、そういった指定を受けていきたいという

動きをしている団体がございます。そういった団

体にも、しっかりと今の時点でもお話をお聞きし

ながら、今後行政として何ができるのかというと

ころについても、アドバイスをさせていただきな

がら、今後、活動団体がしっかりと法人になって

いったり、様々なまちづくりの活動が適切にでき

るようにというようなところで、私たちも一緒に

なって考えているという段階でございます。 

○相田克平議長 小島一議員。 
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○６番（小島 一議員） ぜひ、寄り添いながら、

ただ行政の役割を民間に担ってもらうという形で

はなくて、やはり事業のとがった部分というか、

民間だからこそできる発想であったりとか事業展

開というものにしっかりと寄り添いながら進めて

いただきたいと思います。 

  そういった団体が出てくることを、今後踏まえ

ていくと、やはり最終的に都市計画マスタープラ

ン、まちづくり総合計画、立地適正化計画、様々

本市にはまちづくりに関連する計画があるわけで

ございますけれども、あくまでもそれは基本理念

といいますか、基本的な方針であって、具体的に

まちをどうつくるという形の、いわゆるグランド

デザインというものにはなかなか結びついていか

ないと思うわけです。 

  そういった各種様々な民間の思いが、それぞれ

でこういうまちにしていきたいのだという思いが

醸成されてきたときの受皿となる、要はまちの方

向性が見えるようなグランドデザインというもの

は、やはり今後も必要になってくると思うわけで

すけれども、その辺の取組についてはどのように

お考えでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 グランドデザインというお話

ですが、具体的に今想定しているものはございま

せんが、やはり立地適正化計画におきまして、少

し広い範囲の中でまちをどうしていくかという基

本方針はあるわけであります。 

  その中でも、やはり重要な部分というところが

今後出てくるかと思います。そういった中で、そ

このまちの少しコアな部分をしっかりとどうして

いくかという部分では、そういうグランドデザイ

ン的なところは必要かと思います。 

  ただ、行政だけではつくれるものではないと考

えておりますので、そういった意味では、民間事

業者などとも連携を取りながら、そういったもの

についても研究してまいりたいと考えているとこ

ろであります。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） ぜひ進めていただきたい

と思います。例えば福島県須賀川市などは、令和

２年度からウォーカブル推進事業ということで、

国土交通省と伴走しながら町なか整備、景観形成、

そしてにぎわいづくり、様々な事業を横展開で進

めていって、それも市役所周辺エリア、あそこは

東日本大震災で被害を受けたということで、非常

に予算的な意味合いでいけば、本市よりも数段持

っていたという現状はありながらも、やはり思い

をきちんと形にしていくという展開は既に進めら

れてきていますし、その中心には民間の方々がい

るようでございます。 

  その民間の方々が進めていこうとしている事業

を、市の若手職員などが自ら法人をつくりながら、

その事業展開に参画して、まちのにぎわいづくり

や今後の地域の発展的なまちづくりというものに

参画しているという先進事例もございますので、

須賀川だけに限らず国内様々なところでそういっ

た先進事例があると思います。そういったものを

しっかりと調査研究していただきながら、本市に

戻してもらいたいと思います。 

  最後になるかと思いますが、先日の影澤議員の

質問の中でも、中川市長から商工会議所の移転に

関連して市として何ができるか検討していきたい

という趣旨の御答弁がありました。 

  今回、私が３本の質問を並べた背景には、私も

そういった思いを持ちながらいるというものがあ

ります。本市の町なか中心部、ナセＢＡの隣には

空き地がありますし、先ほど申し上げたように、

大型百貨店並びにホテルが、解体、そして営業終

了という状況を踏まえれば、これまで民間側のソ

フト事業ににぎわいづくりは頼ってきた嫌いがあ

るものの、具体的なハード整備というものにも行

政側が率先してという形ではないにせよ、民間の

動きが出来上がってきた、できそうだというとき

には、その場所に参画していく必要性があると思

います。 
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  商工会議所の移転だけにとどまらず、複合的な

施設建設を民間側から進めていこうという形にな

れば、都市構造再編集中支援事業も民間のほうで

も令和２年度から使えるようになってきているわ

けでございますし、その要件としては、公的な役

割を担う施設という要件がつきながらですが、公

的要件を含めながら、そういったものを事業実施

として進めていけないかどうか、そういったとこ

ろを積極的に、なおかつこの機を捉えていち早く

進めていくという事業展開、今後の検討というふ

うに進めていってほしいと思いますが、いかがで

しょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 議員からあったとおり、町な

かを活性化していくためには、民間事業者による

投資や関係機関や団体等の活動など、様々な取組

が相乗効果をなして成し遂げられるものと考えて

ございます。 

  市といたしましても、御提案のあった内容など

につきましても、可能なものについては支援して

いきたいという考え方を持っておりますので、そ

ういった意味では、市が協議テーブルにしっかり

と着いて、考えなどもお聞きしながら協議してい

くと、そういう形になろうかと考えております。 

○相田克平議長 小島一議員。 

○６番（小島 一議員） ぜひそのような形で進め

てもらいたいと思いますが、先ほど来言っている

ように、出方を待つのではなくて、しっかりと共

に歩んでいくという姿勢を、ぜひ構築していただ

きたいと思うわけです。 

  これこれこういうふうな計画ができそうだから、

市のほうも何とか頼むよということではなくて、

一緒に頑張りましょうができてこそ、本来の官民

連携ということにつながっていくと思いますので、

そのような思いを持ちながら、今後町なかのにぎ

わいづくり、しっかりと頑張ってもらいたいとい

う思いを申し上げ、私の質問を終わらせていただ

きます。ありがとうございました。 

○相田克平議長 以上で６番小島一議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５８分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０９分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、米沢市まちづくり総合計画後期基本計画

について、16番佐藤弘司議員。 

  〔１６番佐藤弘司議員登壇〕（拍手） 

○１６番（佐藤弘司議員） 公明クラブの佐藤弘司

であります。 

  本定例会も新たな議場で初の開催となり、多く

の議員がこれまで一般質問に立たれたわけであり

ますが、本日最終４日目でございます。どうかよ

ろしくお願いいたします。私自身も新たな気持ち

で議員活動に励んでいきたいなと決意を新たにし

たところでございますので、どうかよろしくお願

いいたします。 

  さて、新型コロナウイルス感染も２年目に突入

し、世界的にも新型変異株などが発見されるなど、

収束のめどがまだまだ立っておりません。 

  東京オリンピック・パラリンピックが目前に迫

りました。これまで個人総合２連覇を含む７個の

メダルを獲得している体操界のレジェンド、内村

航平選手32歳、種目別選手権で４大会連続の出場

を決めました。彼は、昨年11月の東京で開かれた

国際親善試合の閉会セレモニーで、このように訴

えたところであります。「できない」ではなく「ど

うやったらできるか」を考えてほしいと。 

  五輪開催への風当たりはまだまだ強いわけであ

りますし、中止を叫ぶだけなら簡単です。どうや

ったらできるか、その答えを出すときが来ていま

す。感染拡大防止の具体策を明らかにして、アス
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リートが活躍し、輝ける機会をつくりたいもので

す。 

  政府、組織委員会、そして東京都、また日本国

民、世界中が協力し合って、困難を乗り越え、安

全・安心の開催ができたと歴史に刻まれることを

祈っております。 

  新型コロナウイルス感染防止対策では、何とい

ってもワクチン接種が切り札として期待されてい

ます。米沢市でも接種が始まり、私も予約が完了

し、来週接種するのを待っているところです。 

  しかし、３月定例会の代表質問でも申し上げま

したが、日本では重い副反応への恐怖をあおる報

道が諸外国よりも目立ち、不安を抱く人々もおる

ことも事実であります。 

  確かにワクチン接種のリスクはゼロではありま

せん。一方で、既になじみのあるインフルエンザ

ウイルスワクチンの有効性が60％であることを考

えれば、有効性が90％を超える新型コロナウイル

スのワクチン接種の信頼性は明らかです。にもか

かわらず、新型コロナウイルス感染症による重症

化や後遺症のリスクよりも、ワクチン接種の副反

応のリスクに敏感になってしまっております。 

  その理由として、日本は災害大国であるため、

台風や地震、洪水、火山等の自然の脅威には仕方

がないと寛容である反面、人的な脅威には敏感に

反応するためだと言われています。賢明な判断で

国を挙げて乗り越えなければなりません。 

  それでは質問に入ります。 

  先般、米沢市まちづくり総合計画後期基本計画、

本年令和３年より令和７年までの向こう５年間の

方針が示されました。 

  本計画は、前回の３月定例会に上程され議決し

たところであり、議会としても達成に向けて当局

共々努力すべきものと認識しております。 

  このことを踏まえ、今後の一般質問など、様々

な機会を通し、計画の進捗や問題点を共有してま

いりたいと思います。 

  計画書では、冒頭の市長の挨拶で、後期基本計

画では、新たにＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）

の考え方を取り入れ、誰一人取り残さない社会を

目指す、さらに弱者救済、産業振興、教育の普及

と上杉鷹山公の精神を受け継ぎ、持続可能なまち

の実現に向け全力で取り組むと述べられ、これま

での計画にさらに新たにＳＤＧｓをひもづけして、

後期基本計画を達成することによって、一緒にＳ

ＤＧｓのゴールを目指すと表明されています。 

  改めて、後期基本計画についての総括的な中川

市長の御所見をお伺いいたします。 

  以下、基本計画の中から３点について伺います。 

  初めに、小項目の１でありますが、基本計画施

策の４－５、ＳＤＧｓ７番目に該当しますけれど

も、安全な水の供給と水環境の保全の推進につい

てであります。 

  水は、我々人類を含めて生物の命をつなぐこと

に欠かせません。その環境、状況によって、水は

水と言ったり、また温めればお湯、冷やせば氷、

お湯が蒸発すれば蒸気になって見えなくなります

が、この議場にも確かに水はたくさんあります、

姿は見えませんけれども。そうした状況は変わっ

ていても、Ｈ２Ｏという本質は不変であります。 

  人類にとってかけがえのない水も、雨が降らな

ければ干ばつ、過ぎれば洪水などの災害をもたら

します。近年、とみに水の恩恵と反面脅威を実感

するところも多々あるところであります。 

  以前もお話ししましたが、幸い、当米沢市は災

害も少なく、豊かな水資源に恵まれ、ミネラルウ

オーターよりも安全でおいしい、この水、水道水

でありますが、前にも申し上げましたが、どんど

ん飲みましょうなんていう話もしましたけれども、

この恵まれた米沢の水、恵まれた環境を未来につ

なげるべく質問いたします。 

  老朽化した給水管の更新についてでありますが、

これまでも幾度となくお聞きしておりますが、当

市の500キロメートルを超えて張り巡らせている

給水管の更新事業は、終わりのない対策であり課

題であります。 
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  これまで答弁いただいているとおり、更新計画

に基づいて事業は展開しております。また、破損

箇所は都度修繕対応するなどされていることは承

知しております。 

  本日の質問では、最近目にした報道がありまし

て、それは水道管の老化状態を人工知能、ＡＩで

診断するシステムについてというものでありまし

た。設置年数や過去の破損データを基に、ＡＩに

予測させて、地面を掘り起こす点検や交換作業を

効率化し、費用の抑制を図るという内容でした。 

  なお、聞き取りの際に資料を提供しております

ので、当市においても活用できるものかどうか、

今日はお伺いいたします。 

  次に、上水道施設について。 

  上水道の未整備地域がある課題に関しては、こ

れまでも質問して、物理的な要因であるなど、答

弁をいただき認識はしておりますが、現状もほぼ

変わらないものなのか、該当世帯数など状況をお

知らせください。 

  また、当面の改善策が難しいのであれば、未整

備の代替策として、別の面かもしれませんけれど

も、例えば税制面での支援として減免するなどの

優遇措置ができないものか、お伺いいたします。 

  次に、小項目の２でありますが、施策４－５、

ＳＤＧｓ７でありますが、環境にやさしいまちづ

くりの推進についてです。 

  前回に引き続き、脱炭素社会の構築について伺

います。 

  近年、カーボンニュートラルへの関心が高まっ

てきました。大きなきっかけは、世界的な流れも

当然ございますが、昨年10月に菅総理が所信表明

演説の中でカーボンニュートラルを取り上げて、

2050年までに国内の温室効果ガスの排出を実質ゼ

ロにするという方針を表明したことでした。 

  本市においても、同時期にゼロカーボンシティ

宣言を行い、地球温暖化による自然災害リスクを

低減し、持続可能な未来を目指すものと認識して

おります。 

  その施策、主な取組の内容として上げておりま

すのは、バイオマス等の地域に賦存する再生可能

エネルギーの導入を推進するとしています。この

具体策をお示しください。 

  次に、省エネルギー、再エネルギーの活用につ

いて伺います。 

  最近の電力の自由化などを受け、庁舎をはじめ

とする公共施設の使用電力を化石燃料発電によら

ないエネルギーの導入活用などの検討をされてい

るのでしょうか、お伺いいたします。 

  この項目の最後に、カーボンニュートラル、ま

たゼロカーボンシティーというものを目指すわけ

でありますが、その達成について、何をもって確

認するのでしょうか。いわゆる分子を何にするか、

分母をどうするという、その物差しですけれども、

どういったもので達成した、まだ達成できない、

目標半ばだ等々の判断をするのかを伺いたいと思

います。 

  次に、小項目の３番目、施策６－４、ＳＤＧｓ

の５に当たります男女共同参画の推進についてお

伺いいたします。 

  米沢市の主な取組として、女性の就労機会の拡

大、各種審議会への参画を上げております。計画

書の中の主な取組として、この２点を上げており

ますけれども、その目的とか意義とか、具体策を

お知らせください。 

  次に、最近あらゆる分野でジェンダー平等、男

女平等に対する認識の違いによるトラブル、マス

コミ報道、識者の論調などを耳にし、目にいたし

ます。 

  先頃は、東京オリンピック・パラリンピック組

織委員会の前会長になりました森会長の発言に対

し、意図的とも思える一部分だけを切り貼りした

報道で、結局辞任に追い込まれ、開催が危ぶまれ

ていたオリンピック・パラリンピックに対する不

安に拍車がかかってしまいました。 

  ジェンダー平等に関しては、世界各国で歴史そ

して伝統文化、価値観等の違いが顕著であります。
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ＳＤＧｓで同じ姿のゴール、同じ状態のゴールを

目指すというのは非常にハードルの高いものがあ

ると思っております。 

  男女平等に関する、ある機関のジェンダーギャ

ップ指数という調査結果で、日本は156か国中120

位であったとの結果が出て、その結果を受け、あ

る全国紙が待っていたかのように、以下の見出し

で報道いたしました。 

  「男女平等日本120位・Ｇ７で最下位、政治平等

取り残される日本」というものでした。しかし、

その調査対象の中の国には、この場では紹介する

のもはばかられるような、若い世代の女性国民に

対する処遇を行っている国が、何と52位に入って

いるという事実があります。 

  調査の判断基準を何にするかで大きく評価が分

かれます。このことを肝に銘じなければなりませ

ん。 

  その中で、本日までの３日間の定例会の当局の

答弁で感動したこともあります。それは、当局答

弁の中で、米沢市にとってのＳＤＧｓが大事なの

だという答弁がありました。非常に共感し、喜ば

しいところです。米沢市独自のＳＤＧｓ、米沢市

にとってのＳＤＧｓというのが大事だということ

であります。 

  ２回目の質問の時間があれば、また別の事例も

紹介できればと思っております。 

  改めて、ジェンダー平等に対する当局の基本的

な認識と米沢市の現状をどう捉えているのかお尋

ねいたします。 

  最後の質問になりますが、男女共同参画の推進

にとって課題となるのは、子育てであります。私

は就労も含め外に出るだけが女性の社会参画では

ないと考えております。子育てに専念することも、

将来を見据えた立派な社会参画だと思います。 

  そこで伺いますが、独り親家庭に対する支援や

女性就労に対する支援はあります。しかしながら

反面、一般的に父親だったり母親のどちらかが子

育てに専念する家庭などに対する経済的な支援は

ないのではないかと承知しております。支援体制

は必要だと思いますが、相談、また支援の現状は

どうなっているのかをお尋ねいたします。 

  以上で演壇よりの質問といたします。 

○相田克平議長 中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 私からは、米沢市まちづくり総合

計画後期基本計画がＳＤＧｓの達成に向けどのよ

うに寄与するかについてお答えいたします。 

  ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、2015年に

国連が採択した「誰一人取り残さない」持続可能

でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標で

あり、貧困、紛争、テロ、気候変動、資源の枯渇

など、人類が直面している地球的規模の課題を解

決するため、2030年までに達成すべき具体的な目

標として17のゴールを掲げたものであります。 

  本市では、令和３年度から令和７年度までの計

画期間とする米沢市まちづくり総合計画後期基本

計画において、市が実施していく様々な施策を、

ＳＤＧｓの17のゴールとひもづけて整理したとこ

ろであります。 

  地方自治体の使命であります持続可能なまちづ

くりの取組は、全てＳＤＧｓ達成に結びつくもの

であり、本市においてもまちづくり総合計画にお

ける様々な分野の施策に包括的に取り組むことで、

ＳＤＧｓの達成に寄与していく考えであります。 

  また、本市は内閣府の令和３年度ＳＤＧｓ未来

都市に応募し、先月選定されたところでもありま

す。このＳＤＧｓ未来都市は、ＳＤＧｓの理念に

沿った基本的・総合的取組を推進しようとする都

市・地域の中から、持続可能な開発を実現するポ

テンシャルの高い都市・地域が選定されるもので

あります。 

  今後、ＳＤＧｓ未来都市の提案書に記載した鷹

山公が推進した産業の振興及び人材育成を軸とし

て、米沢ブランド戦略やＩＣＴ活用推進、ゼロカ

ーボンシティー実現などのプロジェクトを推進し、

市民が安心して暮らせるような持続可能なまちづ
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くりと地域活性化を着実に推進してまいります。 

  さらに、ＳＤＧｓ達成のためには企業、団体、

個人、多くの人々がＳＤＧｓを理解し、それぞれ

の立場でできることを実践していくことが重要で

あります。 

  今後立ち上げる予定でありますＳＤＧｓ推進協

議会を中核としてＳＤＧｓの周知、啓発を図ると

ともに、市内多くの企業や団体、民間の方々が参

加できるプラットフォームを創設する予定でもあ

ります。 

  このプラットフォームにおいて、それぞれの企

業、団体などが取り組んでいる内容を紹介すると

ともに、参加者同士が連携して新たな取組を行う

動きを促進していきたいと考えております。 

  米沢市まちづくり総合計画後期基本計画の各種

施策に全力で取り組み、持続可能なまちづくりと

ＳＤＧｓの達成についてつなげてまいりますので、

議員各位、市民の皆様の御支援、御協力をお願い

申し上げ答弁といたします。 

○相田克平議長 髙橋上下水道部長。 

  〔髙橋伸一上下水道部長登壇〕 

○髙橋伸一上下水道部長 私からは、小項目１の安

全な水の供給と水環境の保全の推進についてお答

えいたします。 

  初めに、老朽管の更新についてでありますが、

本市の上水道における配水管などの総延長は、令

和２年度末で約516キロメートルとなっておりま

す。このうち昭和30年代に布設され、漏水事故の

多かった普通鋳鉄管を対象として、平成19年度か

ら令和２年度までの14年の計画で老朽管更新事業

に取り組んでまいりました。 

  この事業により、総延長23.3キロメートルの配

水管を耐震性のあるダクタイル鋳鉄管に布設替え

を行いました。要した事業費は26億円であります。 

  現在は、重要施設耐震化事業として、大規模災

害時の避難所となる学校や救急病院など、重要給

水施設に至るまでの配水管が連続して耐震性のあ

るダクタイル鋳鉄管となるよう、継続して整備を

進めております。 

  そして、御提案のありました配水管の劣化状況

の診断にＡＩ、人工知能を活用する方法について

は、水道管路の更新や漏水箇所の検知など、様々

開発が現在されております。効率的に診断を行う

には大変有効だと考えられますので、御紹介のあ

りました石川県小松市などの先進事例を参考に、

今後情報を集めながら、まずは研究・検討してい

きたいと思っております。 

  なお、老朽管の更新に当たりましては、将来の

人口減少に伴う給水量に合わせ、適正な配水管の

口径への見直しや適正な資産管理により、更新費

用の平準化に努めながら計画的に実施し、将来に

わたり持続可能な水道水の安定供給を目指してま

いりたいと考えております。 

  次に、上水道未整備地域の対策と整備計画につ

いてでありますが、現在の上水道事業は、厚生労

働省の認可を受けた給水区域内の整備を行ってき

ており、認可区域外の未整備地域、いわゆる上水

道事業における未普及地域の世帯数は、市内全体

で230世帯となっております。 

  この230世帯の地区の内訳ですが、山上地区が39

世帯、南原地区が122世帯、小野川と簗沢の三沢地

区が44世帯、万世地区が25世帯となっております。 

  この未普及地域へ水道を供給するには、現在の

末端の配水管から極端に離れていることや、水管

橋を設け河川横断が必要なこと、さらには配水管

布設延長に対して家屋が少ないなど、事業費用が

大きいため、御利用いただく皆様からの水道料金

で費用を賄う独立採算制が求められる上水道事業

での整備が困難な状況にあります。 

  水道の種類には、水道法が適用される給水人口

が5,000人以上の上水道事業のほかに、給水人口が

101人から5,000人の簡易水道事業、山形県小規模

水道条例による給水人口50人から100人の小規模

水道、また井戸水を飲用にする山形県飲用井戸衛

生対策要領によるものなど、給水人口などにより

それぞれ種類がありますので、その地域の実情に
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即した水道の整備を検討する必要があるものと考

えております。 

  次に、上水道未整備地域にお住まいの方への代

替策として、例えば市民税の減免制度などについ

てでありますけれども、本市では、地方税法及び

市税条例の規定に基づき市民税の減免を行ってお

りますが、その対象は、天災などの被害に遭われ

た方、貧困により生活のため公私の扶助を受ける

方などに限定しており、上水道未整備地域に居住

していらっしゃることを要件とした減免制度は設

けていないところであります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

  〔安部道夫市民環境部長登壇〕 

○安部道夫市民環境部長 私からは、（２）の環境

にやさしいまちづくりの推進についての御質問に

お答えいたします。 

  初めに、ゼロカーボンシティ宣言、脱炭素社会

の推進に向けた地球温暖化対策の取組であります

が、現在、米沢市まちづくり総合計画後期基本計

画に基づく米沢市地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）により、2030年度に2013年度比で二酸化

炭素排出量を30.5％削減するとし、国の26％削減

を上回る目標を掲げており、この目標達成を目指

して次の３つの取組を進めることとしております。 

  １つ目は、低炭素循環型社会の構築であり、地

球温暖化防止講演会の開催、公共施設の整備、設

備改修における省エネ型製品の採用推進、徒歩や

自転車の利用促進、公共建築物等の木材の利用促

進を図っております。 

  ２つ目は、再生可能エネルギーの導入であり、

公共施設への太陽光発電設備や蓄電池の導入拡大

と市民への情報発信、木質バイオマスエネルギー

の利用促進を図ります。 

  そして３つ目は、森林等の吸収源対策であり、

森林整備の促進や公共空間や宅地、事業所敷地内

の緑化推進を図るとしております。 

  なお、本市は地球温暖化による自然災害リスク

を低減し持続可能な未来を実現するため、2050年

までに本市の二酸化炭素排出実質ゼロを目指して

取組を進めることとしたゼロカーボンシティ宣言

を昨年10月に行いましたが、このゼロカーボンシ

ティ宣言は、政府のカーボンニュートラル宣言と

同様、将来のあるべき姿としてのゴールを示した

ものであり、その実現に向けて取り組んでいくこ

とを宣言したものです。 

  現時点では、国と同様、どのように実質ゼロを

達成するのかといった根拠の積み上げがないため、

明確なロードマップを示すことができておりませ

んが、国と同じくできる取組から進めていき、将

来の技術革新なども含めて目標を達成したいと考

えているところです。 

  なお、国会において地球温暖化対策の推進に関

する法律の一部を改正する法律が、去る６月２日

に公布され、一部を除き来年４月の施行予定と報

道されたところでございます。 

  改正規定では、地方公共団体の地球温暖化対策

実行計画には、再生可能エネルギーの利用の促進

等に関する事項及び施策の実施に関する目標を定

めるよう努めることとされたことから、本市とし

ては2050年を見据えた地域再生可能エネルギーの

導入目標の設定に取り組み、その上でゼロカーボ

ン達成までのロードマップの策定、そして地球温

暖化対策実行計画の見直しを進めてまいりたいと

考えております。 

  次に、バイオマスの導入推進、省エネ・再エネ

に関する認識でございますが、脱炭素社会の推進

に係る施策において、バイオマス等の地域に賦存

する再生可能エネルギーの導入を推進するとして

おります。 

  これについては、動植物に由来する有機物資源

であるバイオマスで、本市市域に潜在的に存在し、

これまであまり活用されてこなかった間伐材、林

地残材といった木質バイオマスを活用した発電、

まきストーブ、まきボイラー、ペレットストーブ

など熱利用のほか、畜産が盛んな本市の特性を生
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かし、家畜排泄物資源を活用したメタン発酵バイ

オガス発電の普及促進などについて、令和３年度

地球循環共生圏づくりプラットフォームの構築に

向けた地域循環共生圏の創造に取り組む活動団体

の選定を受け、地域でのＳＤＧｓの実践、ローカ

ルＳＤＧｓの取組を進めるほか、省エネ・脱炭素

化の取組について啓発するとともに、省エネ型製

品の普及拡大を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

  次に、何をもってゼロカーボン達成を確認する

かの御質問についてですが、本市ゼロカーボンシ

ティ宣言における二酸化炭素排出実質ゼロとは、

二酸化炭素などの温室効果ガスの人為的な発生源

による発生量を省エネや再生可能エネルギーの導

入により減らし、森林等の二酸化炭素吸収源によ

る除去量を森林整備や緑化により増加させ、発生

量と除去量の均衡を達成することを意味しており

ますので、発生量と除去量の数値を把握する必要

があります。 

  発生量については、環境省から定期的に公表さ

れる本市区域内における温室効果ガスの推計結果

で把握することができますが、除去量については、

環境省が定める地方公共団体実行計画（区域施策

編）策定・実施マニュアルなどによる推計方法が

参考にできると考えてはいるものの、計算するた

めの基礎数値となる森林の樹種、林齢ごとの面積

の把握などの作業は膨大になると思われ、実際に

推計することは困難です。 

  今後、国から簡易な手法による統一した推計方

法が示されるのではないかと期待しているところ

ですので、いずれ吸収量との均衡が取れているか

を比較することができることで確認ができるもの

と認識しております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、（３）男女共

同参画の推進についてのうち、先にジェンダー平

等に対する認識を申し上げ、次に女性の就労機会

の拡大、審議会への参画の意義・目的などについ

てお答えいたします。 

  初めに、男女共同参画社会とは、男女が社会の

対等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が確保

され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、かつ共

に責任を担うべき社会と定義されております。 

  また、ＳＤＧｓの目標５では「ジェンダー平等

を実現しよう」とされております。ジェンダーと

は、男性と女性の社会的・文化的な役割の違いに

よって形成された性別のことであり、例えば料理

は女性がやるものといった先入観からジェンダー

の不平等が生まれるとされております。 

  世界では、女性というだけで望んだ仕事に就け

なかったり、十分な教育を受けられなかったり、

望まない結婚や妊娠を強要されたりといった様々

な差別を受けるケースがあり、男性も女性も社会

的に平等であるための目標が「ジェンダー平等を

実現しよう」になるものと認識しているところで

ございます。 

  男性も女性も社会的に平等であるためには、女

性の就労機会の拡大は重要であり、女性の職業生

活における活躍を推進することで、豊かで活力あ

る社会の実現が図られることから、ワーク・ライ

フ・バランスの実現に際して女性本人の意思が尊

重されるべきことに留意し、これを推進していく

必要があると考えております。 

  具体的な取組としましては、市内事業所等に対

して関係法令のほかハローワークや県が実施して

いる女性の就労機会の拡大につなげる支援制度や

補助事業等の周知啓発を行っております。 

  また、今年度の本市の取組としては、創業に興

味を持つ女性が創業全般に係る基礎知識を習得し、

本格的創業に向けた機運を醸成することを目的と

したセミナーを７月に開催することとしておりま

す。 



- 237 - 

  次に、審議会等への女性の参画についてであり

ますが、地域課題が多様化する中、女性がより多

く審議会等に参加することで、男女が社会の対等

な構成員として政策、方針の決定過程に携わるこ

とが可能となり、女性の意見が社会に反映されや

すくなることで、男女共同参画社会のあるべき姿

へとつながっていく効果があると考えております。 

  本市の審議会等における女性の登用状況は、令

和元年度の実績となりますが、委員総数718人のう

ち女性は193人で、割合は26.9％となっております。

本市の男女共同参画基本計画での目標は、令和３

年度までに35％にすることであり、一層の努力が

必要と考えております。 

  市では、男女共同参画を推進するため、市長を

本部長とする米沢市男女共同参画推進本部を設置

し、各課の関係事業の事業計画や実施状況などを

確認、指導するなど、米沢市男女共同参画基本計

画の進行管理を行っております。 

  今後も男女共同参画社会の実現に向けた様々な

取組を展開し、ひいてはＳＤＧｓの「ジェンダー

平等を実現しよう」の達成に結びつけていきたい

と考えてございます。 

  私からは以上でございます。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

  〔山口恵美子健康福祉部長登壇〕 

○山口恵美子健康福祉部長 私から、（３）男女共

同参画の推進についてのうち、家庭で子育てに専

念する人への相談支援体制はどのようになってい

るかについてお答えいたします。 

  本市では、家庭で子育てに専念する方に特化し

ての経済的な支援策はないところですが、子育て

の負担軽減策として、子育てに関する悩みなどに

気軽に相談できる窓口を幅広く設けているところ

です。 

  母子保健においては、出産・育児に対して不安

感や孤立感を抱くことなく、安心して妊娠・出産・

子育てができるよう、子育て世代包括支援センタ

ーを中心に、妊娠期から切れ目のない支援を行っ

ています。 

  当該センターでは、母子健康手帳交付の際に、

保健師、看護師等の資格を持つ母子保健コーディ

ネーターが面談し、妊婦の心身の状態を確認しな

がら、必要な情報の提供を行っております。 

  妊娠期には、赤ちゃんを迎える親講座、また出

産後は生後６か月までのお子さんと参加いただく

「おやこ広場」を開設しており、個別の相談にも

応じる体制を整えています。 

  子育て支援の分野では、子育ての負担軽減が図

れるよう、親子で交流ができる地域子育て支援セ

ンターを市内５か所に設置しています。同年齢の

お子様を持つ親子が集い、共通の悩みなどを話し

合える場は、子育ての不安解消の場ともなってい

ます。 

  また、保育士などが子供の成長や子育ての悩み

などにも適切に応じているところです。さらに、

一時預かり事業やファミリー・サポート・センタ

ーでの預かり事業を活用し、リフレッシュを図っ

ていただくことも可能となっています。 

  今後とも、不安なく子育てができる環境の整備

を進めていきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 佐藤弘司議員。 

○１６番（佐藤弘司議員） まず、市長、答弁あり

がとうございました。我々議会も議決した責任も

ありますので、共々に知恵を出し合って、達成に

向けて頑張っていきたいと思ったところでござい

ますので、どうかよろしくお願いいたします。 

  初めに、水道関係で誤解のないように申し上げ

ておきますが、水道水はおいしいといって、ミネ

ラルウオーターを買うなということではなくて、

前にも言ったように、検査項目が米沢市の水道が

50項目もチェック項目があって安全だという意味

で、その用途用途でミネラルウオーターもがんが

ん飲んでいただきたいと思うところです。 

  簡単に言えば、冷蔵庫の氷器辺りには、長く置

いておくと悪くなってしまうので、ミネラルウオ
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ーターでなくて水道水を使用してくださいという

注意書きもついているような状況、そういうこと

の意味での発言でありますので、誤解のないよう

にお願いしたいと思います。 

  水道ですけれども、そのような未整備地区が230

世帯あって、中でも組合をつくられて対応されて

いるというところの支援はやっているという部分

は理解いたしましたが、組合に入っておらない世

帯というのも、何世帯かあるんでしょうか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 世帯という細かい数値に

ついては、今手元に資料がございませんが、上水

道の給水を受けることが困難な地域にお住まいの

住民の方で組織されております小規模水道組合と

いうものがございます。こちらについては、市内

に11団体存在しております。 

○相田克平議長 佐藤弘司議員。 

○１６番（佐藤弘司議員） そういうところには、

いろいろな制度を通して支援はあるけれども、な

い家庭にはないわけですよね。それで、そういう

入っていらっしゃらない世帯の把握はなさってお

りますか。何世帯ぐらいあるか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 こちらの組合に入ってい

らっしゃらない世帯については、把握していない

というところでございます。 

○相田克平議長 佐藤弘司議員。 

○１６番（佐藤弘司議員） その辺も知らなくてな

のか、ということもあると思いますので、周知の

ほうをお願いしたいと思いますし、また、せめて

水道が通らない分、年に１回ぐらい、健康面もあ

りますので、検査をしてあげるとか、そのような

対策というのはお考えありませんか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 現行の制度で申し上げま

すと、やはり水道組合、そちらに対しての水質検

査の補助というものについてはあるところでござ

いますが、入っていらっしゃらない個人、そちら

に関しては、今現在制度を持ち合わせていないと

いうところでございます。 

  先ほどおっしゃられたような実態というものに

ついても、こちら把握していない状況でございま

すので、このような組合、あるいはそういった地

域の方にいろいろお話をお伺いして検討していく

必要があるかなと考えております。 

○相田克平議長 佐藤弘司議員。 

○１６番（佐藤弘司議員） よろしくお願いしたい

と思います。 

  その後もいろいろなケアも念頭に置いて対応し

ていただきたいと思います。 

  次に、環境にやさしいまちづくりの推進に関し

ましてですけれども、前回もいろいろ細かい点、

火力、水力、風力等々のいろいろなエネルギーと

の兼ね合いの部分でも質問させていただきました

が、今日、例えば例に取りますと、今冬といいま

すか、今回の冬のシーズンに、北陸自動車道で３

日間だかにわたって1,500台ぐらいが巻き込まれ

た渋滞事故がありましたが、あれがもしこれから

先々見越している電気自動車だったらば、もう死

者も出たくらいの大惨事だったと私は思います。 

  というのは、真冬でありますので、暖房が必要

です。今回は自衛隊がガソリンをタンクに入れて

１台１台補給していったということでしのげたわ

けですが、逆に電気自動車が普及して、仮に車が

全部電気自動車だったらば大変な惨事なわけです。 

  ですから、そういう、先ほど技術刷新を待って

いると、そういうことも大事だと思います。全て

電気とか風力、水力がいいというので、見境なく

普及させるのではなくて、周りの状況、充電器の

状況とか、あと電気自動車の充電に火力発電を使

ったらば本末転倒になるとか、様々なことも勘案

しながら取組を、周りの状況、国の技術刷新等々

も含めながら進めていかなければならないと思っ

ているところですが、なお確認をお願いしたいの

ですけれども。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 
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○安部道夫市民環境部長 おっしゃられるとおりで

ございまして、最も大事にすべきはやはり安全と

いうことであるかと思います。電気自動車に全て

切り替わって、充電ポイントがなければ大事故に

つながるというような状況もあったところでござ

います。 

  やはり充電ポイント、そういったものの整備、

そういったものと並行した形で普及というものも

啓発していく必要があるかと思いますし、やはり

安全な運転をしていく、あるいは安全な暮らしを

していくということを前提として、様々な新エネ、

再生エネの投入というものについて併せて検討し

ていく必要があると考えております。 

○相田克平議長 佐藤弘司議員。 

○１６番（佐藤弘司議員） お願いいたします。 

  答弁でありましたが、やはりなかなか推しはか

る、これが達成だという数字を出すのはなかなか

難しいという、これは理解しておりますが、反面、

やはり答弁にあったように、我々の生活の身近な

部分から取り組むということを訴えるのも大事な

ことだと思います。 

  私も家庭のごみ担当課長として、ごみ出しの際、

これから特にシーズンなんかは生ごみの間、間に

新聞紙を入れるとかいう工夫はしておりますけれ

ども、いわゆる生ごみの80％は水と言われており

ますし、夏場は特に多くなってくるわけですので、

たしかこれ山梨県の例で、生ごみを絞って出すと

いうだけですごい削減効果があるというようなこ

とで標語を募集して、「片手で絞って１億円、両

手で絞って３億円」という標語をつくって、肌感

覚というか、それでもＳＤＧｓ、地球環境に優し

いお役に立てるというような意識啓発だと思いま

すけれども、そうすれば処理費が削減され、また

二酸化炭素の排出も削減され、燃料費も浮くとい

うような、やはり身近な取組が大事だと思います

し、先ほども答弁で徒歩、自転車ということもあ

って、やはり目に見えるというと、数字では出ま

せんけれども、そういうことが大事かなと思いま

すので、今後ともそちらの方向にも力を入れてい

ただきたいということで、そういう啓発も、今も

していると思いますけれども、力を入れていく部

分を御答弁いただけますか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 再生エネルギーの導入、

あるいは技術革新ということで、そればかりに頼

っていては、一番大事な環境意識の醸成について

は、なかなか追いついていかないという、そうい

ったこともあろうかと思います。 

  やはり今おっしゃられたように、生ごみの水分、

そういったものを乾燥して出していただくことに

よって、ごみも大分減量になるということもござ

いますので、そういうできる取組ということで、

先ほど申し上げましたが、本当に我々一人一人が

できる取組ということについても、啓発に力を入

れてまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 佐藤弘司議員。 

○１６番（佐藤弘司議員） よろしくお願いいたし

ます。 

  最後に、３番目の項目の質問に入りますけれど

も、ジェンダー平等、男女平等に対して、最近は

特に過剰反応的な世の中になって、本当に大変だ

なと思って、気が弱い私なんかは小心者でありま

すので、うかつに話しかけられないような状況も

あるところでありまして、極論すれば、女尊男卑

みたいな空気も、その場合によっては出るような

こともあります。 

  若干、いろいろな紹介をして、この前読んだ本

で興味深い内容がありました。それは、動物とし

て人間を考えた場合、50メートル先にいる人を識

別する場合、人間だけが男女の区別は一目でつく

と。そうですよね。犬、猫、近くにいても雄か雌

か分からないということで、それはなぜかという

本の内容でした。 

  それは、古来より人間の男女というのは役割分

担があって、生き延びるためにそもそも筋肉の量

が違うと。男性と女性では。ということは、消費
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に合わせて食べる量も男性を多くして女性は少な

くすると。 

  狩猟民族、また農耕民族にかかわらず、男が頑

張るもので、女の人は少し取る摂取量は少なくし

て、人類全体として食物を少なく取って生き延び

てきたという歴史があるというような、なかなか

そういう面もあるんだなという内容の本でしたけ

れども、いわゆる何が言いたいかといいますと、

ジェンダー平等、男女平等、男女共同参画という

のは、女性の男性化ではないという部分が言いた

いわけです。いわゆる男女の性差を尊重する社会

こそが本当の真のジェンダー平等であるのではな

いかという、私も思っております。 

  ですから、同じことをするのではなく、それぞ

れの特色を生かして社会で活躍してもらうという

ことだと思いますが、その辺の見解、企画調整部

長、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 ジェンダー平等について

は、やはり固定的な役割意識みたいなものが、今

まで私たちが生まれてから生きていく中で培われ

てきたものがあって、それをやはり変えていくと

いうところが大事なのかなと思っておりますので、

意識を、男女が社会の対等な構成員となれるよう

な、そういった考え方に変えていくというところ

を大事にしたいなと思っております。 

○相田克平議長 佐藤弘司議員。 

○１６番（佐藤弘司議員） 私もそのとおりだと思

いますし、演壇で申し上げた、答弁で共鳴した米

沢にとってのＳＤＧｓが大事という答弁は、企画

調整部長の答弁だったと思いますので、お願いし

たいと思います。 

  あともう１点紹介しますが、今、タイムリーに

オリンピックの聖火リレーが行われております。

日本でも当然行われておるわけですけれども、愛

知県の半田市内での出来事で、そこは伝統的に女

人禁制の区域であったというので、聖火ランナー

はもちろん、警察官の警備、あと交通整理の人ま

で全部男性がする予定であったのが、ジェンダー

平等に反するということで配慮しろという意見が

組織委員会からあって、女性を参加させることに

変更して、いわゆる日本の伝統の祭祀が１つ破壊

されたと、言うならばですよ、そういう部分があ

ったと。 

  反面、その聖火の元、ギリシャですね、よくニ

ュースで出てくる民族衣装を着た巫女さんといい

ますか、日本でいう、これは、あえてこういう表

現を使いますが、未婚の女性に限ると。未婚の女

性に限って男子は禁制であるということなんです。

その聖火の種を採火するとき。 

  何が言いたいかといえば、つまり男女いずれか

を禁制にするという差別行為をギリシャ人が行え

ば伝統であります。しかし日本人が行えば性差別

であるとバッシングが起きるという部分もあると

いうことも理解しながら、ＳＤＧｓ達成を目指し

ても、それぞれの地域地域の伝統文化を踏まえな

がら、この辺、置賜地方を取ったっていろいろあ

るわけですから、そのようなことも踏まえながら

取り組むのが大事ではないかということが言いた

かったわけでありますので、答弁を求める内容で

もございませんので、そのような取組が大事では

ないかという御提案というかお話をさせていただ

きたいと思ったところです。 

  そして最後に、男女共同参画に関してですけれ

ども、日本では今、国際結婚が多くなったり、ま

た離婚も多いものですから、こういう問題がちょ

っと表面化してきたということで紹介させていた

だきますが、母親が子供を連れ去る――離婚でで

すよ、結果、母親が子供を連れ去るのは合法なん

です。連れ去るのは合法。父親が連れ去るのは違

法という法律になっております。母親が引き取る

と保護、父親が連れていくと誘拐ということにな

っている、本当に。 

  これは、育児をする権利は女性の特権であると

いう、やはり昔からの価値観を我が国が有してい

るからだ。だから、さっき言ったように、女性は
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家庭を守る、男性は外だと、そういう部分だけを

強調するのもいかんし、さっき言った聖火の差別

もいかんと、そういう部分も理解しなければ、大

事だということで、お話しさせていただきました。 

  こういう、今離婚が多いということで、母親と

父親等々の子供の親権問題等々というのもトラブ

ルとか、そういうものが米沢市ではあったもので

しょうか。そして今後、そういうことに対処、ど

うしていらっしゃるのか、最後にお聞きして終わ

りたいと思いますが。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 離婚された方など、親

権に対する御相談などは確かに面会などの話の中

で相談がある、ないということはございません。

確かにそういう面会に関しての御相談なんかは受

けているところであります。 

  ただ、現在米沢市の児童扶養手当では、離婚が

一番多い理由になっておりますけれども、女性が

大体700ぐらいですかね、それに対して大体その１

割くらいは男性の方も児童扶養手当をもらってい

らっしゃるという状況もあります。米沢市におい

ては、平等に支援をしていきたいということで考

えているところです。 

○相田克平議長 以上で16番佐藤弘司議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時１０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０９分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、米沢市学校給食基本方針について外２点、

17番太田克典議員。 

  〔１７番太田克典議員登壇〕（拍手） 

○１７番（太田克典議員） 皆さん、こんにちは。 

  市民平和クラブの太田克典です。 

  まずもって、傍聴においでくださいました皆様

に心から御礼申し上げます。ありがとうございま

す。 

  これまで２年間、議選の監査委員を務めており

ましたので、慣例により一般質問ができませんで

した。今回は３年ぶりの一般質問となります。新

たな気持ちで質問していきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

  今回は、大項目３点を取り上げました。 

  １点目は、米沢市学校給食基本方針についてお

聞きをしたいと思います。 

  私は、このたびの方針が決定されるに際して２

つの疑問を持っています。１つは、初めから共同

調理（センター）方式ありきで議論が進められた

のではないかということです。そしてもう一つは、

市民の意見がどこまで酌み取られたのか全く分か

らないということです。 

  そこでまず初めに、このたびの基本方針の決定

に至る経過をお知らせいただきたいと思います。 

  次に、現行の親子方式と共同調理（センター）

方式では、何がどう違うのかですが、地産地消や

アレルギー対策について、本市における現状はど

うなっているのか。そして共同調理（センター）

方式ではどうなるのか。両者の違いをどう認識し

ているのかお答えください。 

  次に、このたびの方針を決定するに当たり、市

民の意見をどう酌み取り、どう反映させたのかお

聞きします。 

  このたびの方針は、パブリック・コメントも募

集せずに決定されました。また、学校給食検討委

員会の報告とは異なった結論になっていると認識

していますが、学校給食検討委員会には改めて説

明は行わないとされています。 

  こうした点を踏まえると、市民の意見に全く配

慮しない内容になっているのではないかと思わざ

るを得ません。当局の考えをお聞かせください。 

  ２点目は、避難所の選定と避難者への支援につ
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いて伺います。 

  指定避難所の受入れ人数には限界があり、災害

規模が大きくなればなるほど、指定避難所に避難

できない市民が増えると思われます。 

  指定避難所以外に避難する場所として、身近な

地区公民館などが考えられますが、そうした場合

の支援の在り方について伺います。 

  次に、耐震性が十分でない建物を避難場所とし

て指定していることの是非について伺います。特

に置賜総合文化センターについて、今後の耐震対

策をどう考えているかお示しください。 

  ３点目は、本市における少子化の動向をどう捉

え、施策にどう反映しているか伺います。 

  本市における少子化は、予想をはるかに超えて

進行しているのではないでしょうか。そうした現

状をしっかり把握し、その情報を庁内で共有すべ

きと考えます。本市においても、「子育てするな

ら米沢市」とのスローガンを掲げ、これまで様々

な少子化対策を実施してきていますが、効果はど

うなのでしょうか。施策を正しく評価し検証する

ためには、自然動態だけでなく社会動態にも注目

する必要があると考えますが、本市の現状はどう

なっているかお答えください。 

  以上、演壇からの質問といたします。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、１の米沢市学校給食

基本方針についてと、２の避難所の選定と避難者

の支援についてのうち（２）耐震性が十分でない

建物を避難所にしていることについてお答えいた

します。 

  初めに、１－（１）、基本方針策定に至る経緯

について御説明いたします。 

  昨年６月、学校給食の在り方について検討する

ことを目的として、学校給食検討委員会を設置い

たしました。今年２月に報告書を提出するまで、

計７回会議を開催し、様々な立場の方から学校給

食に関する思いや御意見をいただきました。 

  検討委員会においては、学校給食の調理方式に

係るメリットやデメリットの整理を行い、これを

受けて「本市学校給食のあり方について～学校給

食で大事にしてほしいこと～」を取りまとめ、学

校給食として目指すもの、すなわち守るべきこと

を検討していただきました。 

  学校給食検討委員会報告書の中では、この「学

校給食で大事にしてほしいこと」を記した上で、

本市の課題に触れ、学校給食の実施方法について

出された意見を記載していますが、自校方式の優

位性を上げながらも、現在の施設の問題点や労務

環境、教育活動に支障が生じない整備の在り方に

ついてなどを課題としてお示しいただき、その検

証を教育委員会に付託する形で、総合的な意見と

して調理方式をまとめられています。 

  教育委員会事務局では、検討委員会から託され

た課題を検証するために、児童生徒数の推移から

見た給食施設の規模や、各小中学校の現敷地での

建て替え、新設に係る経費の比較や、その可能性

を検証するとともに、各調理方式におけるメリッ

ト、デメリットの再整理を行い、課題の洗い出し

や解消方法について検証してまいりました。 

  その間、教育委員の皆様には、機会を捉え勉強

会を開催し、必要な情報の提供を行ってまいりま

した。 

  今年３月末、米沢市学校給食に関する基本方針

（案）を取りまとめ、議会への報告案件として教

育委員会協議会に報告しましたが、新年度に当た

り、再度見直しを行い、４月の教育委員会協議会

で最終的に取りまとめた米沢市学校給食基本方針

（案）を議会報告案件として御説明いたしました。 

  その後、４月30日及び５月21日、２回にわたる

市政協議会における議員の皆様への御説明を経て、

５月27日に教育委員会を開催し、議会での質疑の

内容や、「米沢の学校給食をよりよくする会」か

らの要請書の提出について報告した上で、教育委

員の皆様から御意見を頂戴し、正式に米沢市学校

給食基本方針が議決されたところでございます。 
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  次に、（２）現行の親子方式と共同調理方式で

は何がどう違うか、地産地消と食物アレルギーの

対応についてお答えいたします。 

  親子給食における地産地消の現状は、地産地消

の取組の１つ、共同購入を実施しております。こ

の取組は、生産者、青果物市場、納入業者の協力

を得て、学校給食で効率的に地場産農産物を購入

できるようにするものです。 

  収穫時期と使用したい時期が合わず、購入でき

ないこともありますが、親子方式を実施している

学校において地産地消を進める上で欠かすことの

できない取組となっております。 

  また、学校周辺の農家の方や生産者グループか

ら購入することもあります。 

  センター方式の場合は、当然必要となる食材の

量は多くなりますので、一括購入など庁内関係各

課や関係機関と相談しながら地産地消の取組を継

続して進めてまいりたいと考えております。 

  アレルギー対応の現状は、令和２年度の調査に

よれば、食物アレルギーで対応が必要な中学生は

89名で、エピペンを保有している生徒も含まれて

おります。 

  現在食物アレルギーの対応は、小学生は除去食、

中学生は本人除去になっており、中学校において

は十分な対応ができていない状況です。 

  センター方式においては、食物アレルギー専用

の調理室を設けることにより、中学校において統

一した対応、安全で効率的な対応を目指し、小学

校で実施している同程度の除去食の提供を中学校

でも実施することができるように取り組んでまい

ります。 

  また、給食センターに複数の栄養教諭が配置さ

れるため、互いに相談・連絡を図りながら、チー

ムとして業務を行うことが可能となります。 

  給食センターに配置される栄養教諭がチームと

して連携し、中学校を専門に事業実践ができるこ

とは、栄養教諭一人一人にかかる負担を軽減でき

るだけではなく、子供たちへの食育指導の幅の広

がりも期待できるところです。 

  続きまして、（３）市民の意見をどう酌み取り、

どう反映させたかについてお答えいたします。 

  学校給食基本方針の策定に当たっては、議員も

御承知のとおり、学校給食検討委員会を設置し、

学校給食を効果的かつ効率的に実施するとともに、

学校給食の一層の安全性の確保及び食の教育の充

実を図れるよう、学校給食の在り方について検討

していただきました。 

  その結果として、どの調理方式にも課題がある

ということを踏まえ、本市学校給食の在り方につ

いて、学校給食で大事にしてほしいことを取りま

とめ、学校給食として目指すもの、すなわち守る

べきことを検討していただきました。 

  この内容については、どのような調理方式であ

っても、本市の学校給食の在り方を示すことで、

その方針がぶれることなく、子供たちのための給

食であることを大事にしてほしいという検討委員

会の願いとして受け止め、教育委員会で策定した

米沢市学校給食基本方針の中に最大限取り入れさ

せていただいたところです。 

  学校給食検討委員会報告書の中では、自校方式

の優位性を上げながらも、現在の施設の問題点や

労務環境、教育活動に支障が生じない整備の在り

方について課題としてお示しいただき、その検証

を教育委員会に付託する形で総合的な意見として

調理方式の在り方をまとめていただいております。 

  教育委員会としましては、検討委員会から託さ

れた検討課題について検証するとともに、親子給

食を開始する際や軽微な給食室の改修が必要とな

ったときなどに寄せられた給食を絶対に止めない

でほしい。弁当はできるだけ避けてほしいという

保護者や学校関係者からの切実な願い、声なども

重要視しており、学校給食が途切れることなく提

供できる体制を最重要課題として捉え、調理方式

についても検討してきたところです。 

  次に、２の避難所の選定と避難者の支援につい

ての（２）耐震性が十分でない建物を避難所に指
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定していることについての御質問のうち、置賜総

合文化センターの今後の耐震化についての御質問

にお答えいたします。 

  これまでの置賜総合文化センターの耐震化につ

きましては、平成17年度に実施した耐震診断の結

果を受け、平成28年度に市立図書館のナセＢＡへ

の移転と教育委員会事務局の転入の際の改修工事

に合わせ、１階西側の南北方向の揺れに弱い部分

に耐震壁の設置工事を行い、耐震性能の向上を図

ったものの、防災拠点としての公共施設の耐震性

能基準（ＩＳ値0.7以上）をクリアするには至って

いないことは、議員の御指摘のとおりであります。 

  現在の対応ですが、耐震性に影響のある屋上の

空調設備（夜間電力による氷蓄熱式）を撤去する

ため、老朽化が進んでいる空調機に不具合が生じ

た部屋の系列装置を既存の空調システムから切り

離し、部屋ごとに管理できる軽量の空調設備（エ

アコン）への段階的な更新を行うことで、利用者

への貸館を維持しながら、建物全体に対する負荷

の軽減を図っているところです。 

  教育委員会といたしましても、本市教育行政の

中核施設であります置賜総合文化センターの耐震

性能の確保については、早急に進めていくべき重

要な課題と認識しておりますが、このたび策定い

たしました公共施設等総合管理計画個別施設計画

において「施設の機能について見直しを進めるこ

と」としたことから、まずは現在の利用者に安心、

安全にお使いいただけるための維持管理に努めな

がら、社会教育施設としての将来の在り方と合わ

せて検討が必要であると考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

  〔安部道夫市民環境部長登壇〕 

○安部道夫市民環境部長 私からは、２の避難所の

選定と避難者の支援についてお答えいたします。 

  初めに、指定避難所以外に避難した人への支援

の在り方についてでありますが、災害時には、市

が開設する避難所以外にも、分散避難の考え方か

ら、身近な地域公民館へ身を寄せて避難する場合

も考えられます。 

  昨年７月に市民の皆様に配布しました防災マッ

プ追録版において「避難先は学校や公共施設だけ

ではなく、安全な場所にある親戚や友人宅、地域

の集会所に避難することも考えてみましょう」と

周知していることもあり、地区の会合に防災の出

前講座として防災担当者が訪問した際にも、複数

の地区から、公共施設ではなく地域公民館へ避難

する方法を検討しているとお聞きしたところです。 

  避難所を開設した際には、避難所において避難

世帯ごとに家族構成や人数を把握し、避難所生活

で必要な支援物資や配給量の算定基準とするため、

避難者カード、こちらを記載していただくことと

しておりますが、在宅避難や地域公民館等に避難

している方のうち、何らかの支援を必要としてい

るという状況については、申出がないと把握はで

きませんので、自治会や自主防災組織単位で支援

を必要としている避難者数を取りまとめ、最寄り

の避難所等へ報告していただくことになろうかと

考えております。 

  このような避難者に対する支援につきましては、

避難所内外を問わず、平等公平な支援に努めてま

いります。 

  また、災害の種類や被害の規模によっては、行

政からの支援に日数がかかる場合もございますの

で、これまでにも市民の皆様には、災害に備えて

住まいの安全対策や非常時持ち出し品の準備、災

害復旧までの数日間を自宅で生活できるように、

各家庭での備蓄をしていただくよう呼びかけてま

いりましたが、災害時に行政からの支援に頼るの

ではなく、自助として御家庭での日頃からの備え

について繰り返し周知してまいります。 

  次に、耐震性が十分でない建物を避難所に指定

する是非についてでありますが、本市の指定避難

所65か所のうち耐震性が十分でない建物は７か所

ございますが、既に廃校となっている分校や、近

い将来に建て替えが予定されているコミュニティ
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センターなど老朽化した建物となっております。 

  指定避難所の指定方法については、災害対策基

本法第49条の７の規定により、政令で定める基準

を満たす施設から市町村長が指定するものとされ

ております。 

  こちらに規定している基準については、１つ目

として避難者を滞在させるために必要かつ適切な

規模のものであること。２つ目として、速やかに

避難者を受け入れることができること。３つ目と

して、想定される災害の影響が比較的少ない場所

にあること。４つ目として、生活関連物資を輸送

するための車両等による通行が比較的容易である

ことなどが明記されております。 

  本市においては、こうした基準を満たしている

施設を法の規定により、県に通知した上で指定避

難所に指定しているところであります。 

  しかしながら、議員の御質問のとおり、台風や

大雨などの災害時に地震が発生するというような

複合災害は、絶対に起きないとは言い切れないた

め、耐震性が十分でない建物の避難所指定につき

ましては、年度内に予定しております米沢市地域

防災計画の改定時に、防災会議委員や県の意見な

どを踏まえながら、しっかりと検討してまいりた

いと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、３、本市にお

ける少子化の動向をどう捉え、施策にどう反映し

ているかについてお答えいたします。 

  初めに、住民基本台帳人口を基にした本市の少

子化の現状でありますが、昨年度、令和２年度の

出生数は450人であり、10年前、平成23年度の出生

数711人と比較すると37％減少し少子化が進んで

いる状況にございます。 

  また、同じく令和２年度におけるゼロ歳から14

歳までの年少人口における社会動態につきまして

は、転入が177人に対して転出が212人と35人の転

出超過となっております。 

  この10年の推移を見ますと、平成23年度の東日

本大震災時に一時的に転入超過となった以外は、

年度によってばらつきはあるものの、毎年度20人

から80人程度の転出超過の状況が続いており、出

生数の減少と合わせて年少人口が減少している状

況にございます。 

  次に、人口動態データの庁内での情報共有につ

いてでございますけれども、年齢別の人口や出生、

死亡数などのデータは、市のグループウエアシス

テムに毎月データを登録し共有しておりますけれ

ども、年齢別の転入転出者数などのデータは、数

値の抽出や加工が必要なことから、必要に応じて

データを作成しており、庁内での情報共有は、今

のところされていない状況でございます。 

  議員お述べの少子化対策における年少人口の動

態把握をはじめ、例えば就業対象年齢における転

入転出者数や転出先の状況などの人口データを活

用し、施策を検討することは重要な視点であると

思いますので、どういったデータが必要で、それ

らをどのように作成するかを検討し、庁内で情報

共有を図っていきたいと考えております。 

  私からは以上でございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） まずは御答弁ありがと

うございました。 

  順番を変えまして、３番からお伺いしていきた

いと思いますが、私がこの項目を取り上げました

のは、今年３月の定例会予算特別委員会で、出生

数や転出超過について、各課で共有し政策展開が

必要でないかという質問をさせていただいたとこ

ろ、人口データの共有は十分になされていないと

認識していると、そういう答弁がありました。 

  それを受けまして、それではうまくないだろう

ということで、ぜひともそれは把握していただき

たいということで質問項目として取り上げまし

た。 

  先ほどの答弁もありましたけれども、大事なこ
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とだと思いますので、今後しっかりと数字を捉え

て各課で共有して、政策展開に生かしていただき

たいと思いますが、いかがですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 いろいろな人口データ等

について、紙になっているものもありますので、

そういったものもデジタル化しながら、どういっ

た方法で、どういう見せ方でするのがいいのかと

いうところも検討しながら、しっかり対応してい

きたいと考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） この項目を取り上げた

理由は、もう一つありまして、2017年11月15日の

山形新聞に遊佐町の記事が載っております。その

タイトルは「４か月続け転入が上回る」と。「子

育て世代、遊佐に魅力」、そういったタイトルに

なっております。 

  この当時、私、この項目を取り上げようとしま

したが、米沢市では比較できる転入・転出の年齢

別のデータがないということでありました。今回、

大分前からお話をさせていただいて、社会動態に

ついても数字をいただきました。担当の方々には

大変御苦労をかけたかと思いますが、大変重要な

データと思いますので、今後もこういったことを

活用していただきたいと思います。 

  数字的に、先ほど重要な報告がありました。出

生数の減少について、450人、昨年度、これは過去

最低ではないかなと思います。加えて社会動態、

転出者についても、若年層ですね、頂いた資料か

ら平均してみますと、この９年間で毎年45人ほど

転出超過ということになっております。 

  もう一つ、大変興味深いデータを御紹介したい

と思いますが、毎年、適正規模・適正配置の関係

で資料データが教育委員会のほうで掲載になって

おります。毎年５月１日現在の各校の児童生徒数

の数字です。 

  これを見ますと、令和８年度、2026年になりま

すか、中学校の生徒数は1,879人と記載されており

ます。５年後の中学生ということになりますけれ

ども、ではその中学生になる子供たちが生まれた

とき、どういう人数だったのかということで見ま

すと、５年後、2026年度の中学生ですから、2011

年度から2013年度、15歳から13歳ということで、

そのときの出生数を合計しますと1,982人なわけ

ですね。 

  そうしますと、1,879人と教育委員会で推計をし

ていますが、103人少ないと。これは３クラス分の

生徒が転出していったり、転校していったりして

いると、そういう数字だろうと思います。 

  こうした実態を、ぜひ各課で共有していただい

て、子育てするなら米沢市という政策を掲げてい

るわけですから、それに見合った政策展開、しっ

かりと検証しながら、大胆な政策展開が必要だと

思いますが、いかがですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 議員お述べのとおり、自

然動態だけでなく社会動態も非常に重要な意味を

持っていると思いますので、そういった点も含め

てしっかり対応していきたいと思います。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） そのときの政策展開で

大事なのはやはり米沢らしさということだと思う

のですよ。子育てするなら米沢市、子育てするな

ら何々市、よく聞くフレーズです。ほかの市町村

と同じことをやっていたのでは、なかなか米沢市

に人を呼び込めない。 

  ですので、その場合には米沢らしさ、それをど

ういうふうに訴えていくのか。それが１つ重要な

ことではないかなと思いますが、いかがですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 少子化対策については、

やはり市町村間でいろいろな個性を最初は打ち出

してやっても、結局それに後からの団体がついて

きて大体同じような施策になっているという例も

ございますので、どういった特徴を出せるのかと

いうところも含めて検討しなければならないと考
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えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 米沢らしさを大事にし

ていっていただきたいと思いますが、残念ながら、

このたびその米沢らしさの一つが失われようとし

ているのではないかなと思います。 

  学校給食の課題です。先日の我妻德雄議員の質

問に対して、パブリック・コメントは実施しない

と、そのことの理由づけの答弁がありました。 

  米沢市パブリック・コメント制度実施要綱、こ

れが制定されておりまして、その中に第３条第２

項第３号、裁量の余地がないものだという答弁が

あったかと思います。その理由づけは、今も変わ

りませんか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 報告書にいただいた他の

教育活動に支障が生じる場合には教育活動を優先

すべきであるという視点を得て、教育委員会の責

任において十分検討させていただきました。 

  中学校において、今後統合による生徒数の増加

により、校舎の増築、バスプールの新設、駐車場

の拡大など、様々行う必要があることから、教育

活動に支障が生じないような給食施設の配置はで

きないということで、この裁量の余地はないもの

と判断をいたしたところです。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） その解釈は、何か勘違

いをされているのではないかなと思います。米沢

市パブリック・コメント制度実施要綱解説という

ものが一緒にホームページに掲載されております

が、それは読まれていますか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 はい。読んでおります。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） そこには、裁量の余地

のないものというのはどういうものかということ

で説明があります。 

  裁量の余地のないものとは、内容が法令等に詳

細に規定され、ほとんど裁量の余地のない場合を

言い、除外の対象としますということです。 

  今回、パブリック・コメントの対象となるのは、

基本方針の策定、そのことがパブリック・コメン

トの対象になるものだと。そうしますと、教育委

員会の、それがパブリック・コメントの対象には

ならないという理由づけは、その方針の中身が法

令によって詳しく決められている、詳細に規定さ

れている、そのために、そういう意味で裁量の余

地がないと、そういう解釈をしていると、そうい

うことでよろしいんですか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 要綱の解説にそのように

載っていることは確認しておりますが、あくまで

も一例であると捉えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） もしその方針が、中身

が法令等によって詳細に規定されているものだと

いうことであれば、その方針そのものについて検

討委員会に諮って意見をもらう、そのこと自体が

意味をなさなくなるのではないのですか。 

  法律で中身が決まっているので、どんな意見が

出ようとも、それは変えようがない、そのことを

指して裁量の余地のないものとは、内容が法令等

の詳細に規定されている、ほとんど裁量の余地の

ない、方針そのものを決めるに当たって内容が法

令に詳細に規定されている、そのことを裁量の余

地がないものと要綱で規定しているのではないの

ですか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 実施要綱の解説の中に、

具体的に計画等がこの制度、パブリック・コメン

ト制度の対象であるかどうかは、計画等を策定す

る担当課が、この要綱の趣旨や規定に基づいて判

断しなければならないとありますので、教育委員

会においてこのような判断をさせていただきまし

た。 

○相田克平議長 太田克典議員。 



- 248 - 

○１７番（太田克典議員） 判断の根拠になった条

文の解釈を間違っていると申し上げているんです。

方針の策定に当たって、米沢市パブリック・コメ

ント制度実施要綱に沿って手続がなされたとは言

い難いのではないですか。方針決定に当たって、

専門的なことを言いますと、手続上の瑕疵がある

のではないですか。いかがでしょうか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 裁量の余地の解説につい

ては、やはり一例であると捉えておりまして、教

育委員会としましては、パブリック・コメント制

度の対象とはしないという判断をさせていただい

たところです。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 法令の解釈というほど

専門的なことは必要ないと思いますので、どうい

うふうに解釈するのか、私は間違っていると思い

ます。このことについては、追及させていただき

たいと思っています。 

  冒頭申し上げましたが、このたびの方針決定に

当たっては、センター化を前提としてのことでは

ないかという疑問を持っていると申し上げました。

なかなかそのことを立証といいますか、そういっ

たことをしていくのは困難だと思いますけれども、

１点だけ確認させていただきたいと思います。 

  これは、総務部長にお伺いしますが、さきの予

算特別委員会の前に、将来の財政の見通しについ

て報告がありました。その中で、投資的経費の市

債が昨年度と比べて、令和６年度、７年度、８年

度と突出しているということで、私、予算特別委

員会で総括質疑を行いました。その理由、教育委

員会関連の経費、どのような項目、どのような金

額を計上されているか、改めて教えてください。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 財政見通しに見込みました投

資的経費につきましては、年度によって増減はあ

るものの、おおよそ20億円から30億円程度の事業

費が支出されると見込んでおりますが、令和６年

度と７年度につきましては、平年より20億円程度

の増を見込んでおります。 

  その内容の主なものにつきましては、（仮称）

南西中学校の整備費としまして令和６年度に11億

6,000万円、令和７年度に17億4,000万円を見込ん

だほか、給食施設の整備といたしまして令和６年

度と７年度にそれぞれ約10億円ずつを見込んだと

ころによるものでありまして、この２つの事業を

合わせますと、令和６年度は21億6,000万円、７年

度は27億4,000万円となるものでございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 前もって私、財政担当

からお話をお聞きしていますが、項目は合ってい

ますけれども、中身の金額の内訳が違っているよ

うです。（仮称）南西中学校の整備費、これのほ

かにもう一つは調理場、共同センターの整備費と

して金額を上げているんだと。項目としてそうい

うふうに上がっているという説明を受けておりま

すが、そういうことではないんでしょうか。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 共同調理場というのは上がっ

ておりません。あくまで給食設備として上がって

おります。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 私がお聞きしている中

身と違っているので、これはこれ以上申し上げて

もしようがないかなと思います。 

  経緯については、いろいろお話がありましたが、

策定経過に係る一切の資料ということで情報公開

請求をさせていただきました。その資料を見ます

と、会議録というものが出されていませんでした｡

出していただけなかった。会議録が出された資料

に含まれていない、この理由は何でしょうか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 提出させていただいた資

料につきましては、検討委員会の報告書を受けて

から報告策定までの一切の資料ということで、教

育委員の皆様方に勉強会、あるいは協議会として
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開催した際の資料を提出させていただいたところ

です。 

  協議会に関しましては、教育に対しまして本市

教育行政における施策や事業等について報告させ

ていただく場として設けております。（「簡潔に

お願いします、簡潔に」の声あり）その会議の内

容は、あくまでも報告の場ということ、あるいは

出席者につきましては固定されたものということ

から、非公開でもありますし、特段出席者の名簿、

会議録は整備していなかったということです。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 会議録はないというこ

とで、情報公開請求しても出せませんと。ないも

のは出せないということだろうと思います。 

  でも、一方で、５月21日の市政協議会に提出さ

れた資料、これには若干経過とともに出された意

見ということが箇条書で書かれていますよね。そ

れはどうやって作成したのでしょうか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 当時出席しておりました

関係職員の記憶、あるいは職員個人のメモ等から

意見や感想といったものについて取りまとめさせ

ていただきまして報告させていただいたという経

緯でございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） あくまでも個人のメモ

を基にして、議会の資料を作成したということだ

ろうと思います。メモですから、職員の方々の主

観というものも入るでしょうし、出されたものは

一部でしかないのではないかなという疑問は拭え

ないところだと思います。 

  それから、資料の中身ですけれども、先ほど演

壇からは２つの疑問をお話しさせていただきまし

たが、実はもう一つ新たな疑問というのがありま

す。それは、今回中学校の給食制度、給食の在り

方ですね、それがセンター方式ということで方針

を出されたわけですが、実は小学校においてもセ

ンター方式を導入する、そのことを視野に入れて

いるのではないかということです。 

  資料を見ますと、３月24日、なぜか教育委員会

資料というふうに右上には書いていますけれども、

実際は３月26日の協議会の資料ではないかなと思

います。 

  それを見ますと、自校方式、親子方式、センタ

ー方式の整備費及びランニングコストの比較がな

されています。さらには小学校で、自校方式とセ

ンター方式を検討しています。自校方式とセンタ

ー方式の整備費用及びランニングコストの比較と

いうことが資料に掲載されています。 

  それから、一般質問の答弁ですけれども、先日、

将来にわたり安定して給食を提供するという文言、

そこに含みを持たせた、将来の小学校のセンター

化ですね、そういうふうな回答があったかと思い

ます。さらには、この間、バックアップのために

センターが必要なのだという説明がなされていま

す。 

  先ほど、出生数の話がありましたが、令和２年

度の出生数は450人です。その子供たちが中学生に

なっていく、そのときには450人掛ける３年ですか

ら1,350人かという話があります。 

  ですけれども、今回の資料を見ますと、給食セ

ンターの食数、令和８年度では教職員も含めて

2,300食と試算しているものの、センターで実際作

る食数については2,800食で計算しますよと資料

には掲載されております。 

  なおかつ、将来450人掛ける３学年、その分の食

数を見ますと2,800食で造った施設、それが数年た

たずして1,350食程度の食数で間に合うようにな

ってしまう。そうすると、設備を無駄にしていな

いかという話が必ず出てくると思います。 

  それから、小学校の給食調理場を改修するに当

たって、その期間給食センターがあれば給食セン

ターから給食を配送することができるという説明

もなされています。 

  でもよくよく考えると、小学校の給食調理施設

を改修して元に戻すよりも、センターでそのまま
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ずっと小学校の給食を提供していく、そうしたほ

うが効率はいいのではないですか。 

  そうすると、どうも小学校のセンター化、そう

いったものも考えているのではないかと思わざる

を得ないし、当然、そういう方向に行くのではな

いかと心配します。いかがでしょうか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 現在の考え方は、あくま

でもせんだってお示しさせていただきました基本

方針のとおりでございます。 

  なお、議員、今お述べのセンターの食数でござ

いますが、確かに2,800と書いてあります。これは、

中学校は小学生の1.3倍の量ということで捉えて

おりますので、2,800食分というふうに捉えていた

だきたいと思います。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 先ほど言いましたよう

に、令和８年度の中学校の生徒数は1,800幾らです

よ。そこに教職員分、なおかつ1.3倍ということを

考えて2,300という数字を出しているんですよ。そ

れは表に出ていますよ。ですけれども、実際作る

センターの食数は2,800と。何で500食も差がある

んですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 一定程度のスケールメリ

ットと小学校のいわゆるバックアップ機能を果た

すためと考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） スケールメリットとい

う話が出ました。地産地消について伺いますが、

将来、市外の業者からの購入が今まで多かったが、

見直すよい機会だと答弁されています。 

  ここに学校給食納入業者の一覧表を頂いていま

して、それを私、見させていただいていますが、

各小学校にそれぞれの品目ごとに納入されている

業者、業者と言いましても、中身を見ますと商店

だったり、個人だったりするわけです。数え上げ

ますと300件以上ですね。ダブっている方々もいら

っしゃいますので、その分を差し引くとそれなり

に数は減ってくるとは思いますが、市外の業者か

ら購入しているものを見直すよい機会だと言って

いますが、これを見ますと、ほとんど地元の商店

の人ですよ。どの部分を指してそういうことを言

うのですか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 給食費の支払い状況の数

字を見ますと、市外の給食会のほうに多くの支払

をしていると。そこから捉えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 地産地消と言った場合

に、私は食材の量もさることながら、こうした地

元の身近な業者、商店、そういった方々を大事に

するという視点は非常に重要だと思いますよ。こ

れまでも、コロナ対策ということで、様々な対策

の対象と言われてきました。それと同じではない

ですか。 

  ですけれども、センター方式になれば、再三指

摘されているように、大量発注、大量納入ですよ。

しかも一括です。300社を超えるこうした方々は、

一体どうなるのですか。大変心配されていると思

いますよ。もっともこういう決定したという方針

の中身は、もしかしたらまだお知りになっていな

いかもしれません。 

  教育長にお伺いしますが、給食検討委員会の報

告は、何より子供のために一番望ましいものは何

かということで、自校方式ということが報告とし

て出されたのだと思います。 

  加えて、６月３日の市政協議会で、教育総務課

長はセンター方式は必ずしも一番廉価にはなって

いないと、そう発言しています。それにもかかわ

らず、なぜセンター方式を進めようとするんです

か。お答えください。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

○土屋 宏教育長 物事を検討していくときに、多

面的に見て判断していかなければいけないという

ことで、学校給食のところだけ見たら、やはり自
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校給食ということで、教育委員の皆さんも私たち

もそういうふうに思って検討しました。 

  でも、一番驚いたのは、自校給食を中学校に実

際に建てるとなると、私たちの子供の頃は給食室

だったんですよ。ところが今は給食棟ですよ。そ

れが現実にあの中学校の施設に建ったときに、子

供たちの通学の安全だったり、あるいは部活動だ

ったり、授業がちゃんとできるか、そういったと

ころも検討して、いろいろな観点から検討して、

総合的にセンター方式だと子供たちのためになる

という、そういう思いでセンター方式ということ

を採用しました。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） センター方式のやり方

というものに、理想図を重ねているとしか思えま

せん。センター方式を視察されましたか。センタ

ー方式で作られた給食を食べられましたか。何よ

りも、子供のことを第一に考えた学校給食、これ

は教育長が一番分かっているのではないですか。

そのためには何をすべきか。それは、センター方

式ではないと私は申し上げたいと思います。 

  ２項目めの質問に移りますが、避難所の選定と

避難者への支援について、演壇からも申し上げま

したが、なかなか指定避難所だけでは、避難しよ

うとする市民の方々を収容し切れないという状況

が起こると思います。そうしたときに、身近な避

難所として地区公民館というものが考えられる。

現実的に、ある市民の方から、地区公民館として

防災資機材、具体的には発電機、そういったもの

を備えたいと思っているのだと。ついては市から

の補助とか何かないのかという相談を受けました。 

  それについて、先ほどは実際に地区公民館に避

難できる人数を報告してもらって云々とありまし

たが、そういう話はちょっと違うのではないです

か。どう考えますか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 先ほど申し上げました分

散避難という避難方式についても、御紹介してい

るということでございます。 

  そういったことで、指定避難所だけではなく、

その他の施設でも避難されるという実態も当然の

ことながらあると考えております。 

  そういった面につきましては、そういった資機

材の配備、そういった避難の実態というものにつ

きまして、地区の方々とお話をさせていただいて、

どのような在り方がふさわしいのかということに

ついては検討してまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 米沢市自主防災組織防

災資機材交付要綱、これにいろいろ規定があるわ

けですけれども、毎年１回、自主防災組織の訓練、

そのための消耗品、そういったものの財源に充て

るための要綱になっていはしないかということが

１つあります。 

  ですので、この要綱の見直しあるいは新しい要

綱、そういったものをつくる必要があるのではな

いかなと私は思います。 

  これも新聞記事からですが、今年の５月10日の

山形新聞です。自治公民館を避難場所にというこ

とで、高畠町では、自治公民館を一時的な避難場

所として活用する体制を整えたという記事が載っ

ております。 

  米沢市でも、ぜひ身近な避難場所として、指定

避難所で収容し切れないということが想定される

わけですから、実際。その場合に身近な避難場所

としての地区公民館、それの防災機能も高めてい

く必要があると思いますが、いかがですか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 おっしゃるとおり、そう

いう避難所については、やはり昨今のコロナ禍に

おきましても、これまでのような密な状態をつく

らないようにということもありますので、広範囲

にわたっての避難所の考え方といいましょうか、

広く設定する必要が生じていると認識していると

ころでございます。 

  民間施設等の活用も踏まえながら、また防災資
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機材につきましても、先ほど消耗品的なものしか

想定していないという御指摘もありました。実際、

やはりそのような形で消耗品の購入というものを

想定しているという実態もございます。 

  高額なものということについては、想定はして

いないところですが、他のそういう自主防災組織

の助成制度、そういったものも紹介しながら、資

機材等の充実というものについて、どのような形

で図れるのかということについても検討してまい

りたいと考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 勉強ではなく、ぜひ前

向きに検討していただきたいと思います。 

  置賜総合文化センターの問題ですが、お話をお

聞きしますと、常時80人以上の職員の方が働いて

いらっしゃる。これは民間企業職員も含めてです。

加えて、研究室の利用者も相当数に上るのではな

いかなと思います。そうした場合に、耐震性がな

いというようなことは、やはり問題ではないでし

ょうか。 

  先ほど、個別施設計画の話がありましたが、実

は、防災拠点としての公共施設の耐震化について

は、まちづくり総合計画の後期基本計画で目標値

を掲げているのですね。令和元年度では96.4％の

ものを令和７年度には100％にすると言っている

のですよ。 

  置賜総合文化センターも公共施設ですよね。こ

の目標達成に向かって、ぜひとも耐震化を整備し

ていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

  それから、現実的に、今耐震化になっていない

状況で、職員の皆さんにヘルメットが支給されて

いない。そういう実態にありますね。これは問題

ではないのですか。早急にこれは支給すべきだと

思います。２点いかがですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 文化センターの耐震化に

つきましては、御承知のとおり、相当な費用と長

期間の工期がかかると思っております。 

  先ほど教育長が答弁させていただいたとおり、

施設利用の在り方についてを含めて、費用対効果

も併せて個別施設計画の見直しに合わせて検討し

てまいりたいと考えておりますし、ヘルメットに

つきましては御指摘のとおりでございますので、

早急に配備を進めてまいりたいと思います。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 事は地震対策ですので、

私から申し上げるまでもなく、いつ起こるか分か

らないわけです。そうすると、令和７年度に100％

を目指すと言いながら、やはりそれは大至急耐震

化について急いで実施していただきたい。これは

財政当局にもお願いするわけですが、いかがでし

ょうか。極力可及的速やかにやっていただきたい

と思いますが、いかがですか。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 耐震化は重要でございますの

で、今後検討したいと思います。 

○相田克平議長 以上で17番太田克典議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時１０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１９分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、本市の子育て世代を応援する支援策につ

いて外３点、15番山田富佐子議員。 

  〔１５番山田富佐子議員登壇〕（拍手） 

○１５番（山田富佐子議員） 皆様、こんにちは。 

  公明クラブ、山田富佐子です。 

  ６月定例会一般質問も、私の質問で最後となり

ました。最初に、鳥海前議長をはじめ全議員の皆

様の御協力の下、２年間、副議長の職責を果たさ

せていただき、ありがとうございました。今、２
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年ぶりにこの壇上に立たせていただき、大変に緊

張しております。 

  本日は、お忙しい中、傍聴に来ていただきまし

た市民の皆様に感謝の思いでいっぱいでございま

す。本当にありがとうございます。 

  私の議員のモットーである「命・暮らし・未来

に安心の米沢市」を目指し、初心に返り、また市

民の皆様の思いを込めて質問をさせていただきま

す。 

  質問も19番目となりますと、他議員と重複して

いるところもありますが、中川市長はじめ当局の

皆様には、ぜひ前向きな御答弁をいただきたいと

思います。 

  新型コロナウイルス感染症が確認されて１年が

経過し、県内においては複数のクラスターも確認

され、拡大と鎮静を繰り返し2,000人を超えました。

驚いたことに、1,000人感染症が確認されるのに１

年を要していたのが、2,000人には約２か月で達し、

変異株の感染力の強さに驚きと危機感が高くなっ

ております。 

  本市でも、コロナ収束の切り札となるワクチン

接種が医療従事者から始まり、７月末までには65

歳以上の高齢者の８割５分の完了を目標に、ワク

チン接種対策室を中心に、日々遅くまで業務に当

たられているコールセンター、受付、看護師、薬

剤師の医療従事者の皆様、そして御協力いただい

ている医院、歯科医院の医師、接種に携わってい

る全ての関係者の皆様に深く感謝を申し上げます。 

  それでは、質問に入ります。 

  本市の子育て世代を応援する支援策についてお

伺いいたします。 

  新型コロナウイルス感染拡大が続く中、昨年１

年間で生まれた新生児は、全国で84万人余りと、

明治初めの統計開始以来、最も少ない人数でした。 

  背景としては、コロナの影響が大きく、また里

帰り出産できない、親や家族の支援が受けられな

いなどが考えられます。また、晩婚化や出会いの

機会の減少、経済的な事情、家事・育児の負担が

女性に偏っている現状なども考えられます。 

  本市では、今年度からこども課が組織改革され

ましたが、その意図についてお伺いいたします。 

  本市において、最近の出生数はどのような状況

かお伺いいたします。 

  昨日、多子世帯への支援についての質問があり

ましたが、子育て支援の中でも、特に双子の子育

て支援について質問いたします。 

  私ごとですが、今から33年前、長男が２歳のと

きに双子を産みました。現在は、例えば第２子の

出産後の育児休暇中でも上の子（第１子）は保育

園に通園できますが、私のときにはそれができま

せんでした。産後一挙に３人の育児は大変でした。 

  自分がいつ起きて、いつ寝たのか、どの子がミ

ルクを飲んだのか、おむつ交換をしたのかも分か

らないほど目まぐるしく、横になることもできず、

私の疲労は頂点に達し、育児休暇を考えていまし

たが、働いたほうが楽なのではないかと考え、産

後８週で看護師に復職いたしました。 

  今思い出しますと、１週間に一、二回、母体の

ためにと牛乳１リットルの紙パックを市から頂い

たことは覚えていますが、そのほかの支援につい

ては記憶にありません。 

  双子の子育ては、上に第１子がいると一遍に３

人の子育てとなり、非常に大変です。また、最初

の出産が双子の場合は、全てが初めてのことが多

く、さらに大変です。母親の精神的・身体的負担

が増大、孤立、産後のホルモンバランスの変化に

より、産後鬱などの発症につながりかねません。 

  今年３月、世界中で双子の出生数がこれまでに

なく増えているとの報告がありました。双子の出

生割合は、出生1,000件のうち9.1件から12.0件に

上昇、僅か30年で３割増加しています。 

  研究者は、生殖補助医療の拡大や妊娠の高齢化

によるものと考えられると分析しています。 

  米沢市の双子の出生数と、特に双子への子育て

支援について、どのような支援をされているのか

お伺いします。 
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  また、妊娠・出産期において母親が孤立するこ

となく安心して産み育てられるような社会が必要

であると考えますが、親の負担軽減のために産後

ヘルパーなどの派遣、乳幼児健診時のタクシー券

の補助、紙おむつの補助ができないかを提案させ

ていただきます。 

  今、国内でスマートフォンの所有率は９割を超

えています。子育てしやすい環境整備として子育

てアプリを利用し、子育て相談、予防接種の予約、

乳幼児健診予約、市からの子育て情報などを得る

ための整備ができないかお伺いいたします。 

  （２）男性の育児を促す仕組みについて。 

  国は、男女共に仕事と子育てを両立できる環境

の整備のために、今月３日、男性が妻の出産直後

８週間以内に計４週間を２回に分割して取得でき

る出生児育児休暇法が可決、成立しました。 

  また、１歳になるまで１回しか取れなかった育

休を夫婦それぞれが２回まで分割取得できるよう

に変更されました。 

  これは産後、妻の負担軽減と、男性に育児に参

加というよりも、育児を積極的に促す仕組みづく

りと考えます。また、休みを取りやすい職場の雰

囲気づくりも狙いと考えられ、企業に対しても、

働きかけの義務化が導入されます。 

  来年４月からの導入となりますが、本市米沢市

では、男性の育児を促す仕組みとして、赤ちゃん

を迎えるための親講座（プレパパママ向け講座）

を行っていますが、男性の参加率についてお聞き

します。また、米沢市はイクボス宣言をしていま

すが、その内容と育児休業取得可能職員に対し、

取得状況についてお伺いいたします。 

  イクボス宣言のＰＲや男性の育休取得しやすい

社会の仕組みづくりが必要と考えますが、企業へ

のＰＲはされているのか、また、今後の展開につ

いてお伺いいたします。 

  ２、コロナ禍における女性への影響について。 

  （１）「生理の貧困」への継続的な支援につい

てお伺いいたします。 

  公明党女性委員会では、昨年より、都道府県や

市町村単位で各議員がオンラインを活用し、多様

な女性の声に耳を傾けるウィメンズトークを約

200回、継続的に行い、国と地方のネットワークで

課題解決のための政策につなげております。 

  女性にとって必需品である生理用品を経済的な

理由から購入できない女性がいる社会問題は、「生

理の貧困」と言われ、コロナ禍で顕在化しました。

国会でもいち早く公明党が取り上げ、「♯みんな

の生理」のアンケート調査では、５人に１人の若

者が金銭的理由で生理用品を買うのに苦労した、

代用品を使った、交換する頻度や回数を減らした

などの結果が出ております。 

  公明党は、支援策について全国各自治体に要望

書を提出し、私も県女性局長として県庁をはじめ

県内13市全てで、そして遠くは遊佐町、庄内町に

おいて各市長・町長・教育長・総務課長と面談し、

生理の貧困の実態や災害備蓄品に生理用品を加え

ること、小・中・高・大学などで無償配布、また

労働基準法で認められた生理休暇の周知や、体を

休められる環境整備等について要望させていただ

きました。 

  米沢市においても、佐藤弘司議員、市民の代表

と共に市長、教育長、健康福祉部長に要望書を提

出いたしました。 

  本市では、生理用品が災害備蓄品として既に備

蓄されていました。県内でもトップを切って、中

川市長がいち早く学生の支援に取り組んでいただ

き、山形大学工学部、米沢栄養大学、女子短期大

学、三友堂看護専門学生女子1,300人、経済的に困

窮されている市民1,000人、合計2,300人に対し生

理用品の無償配布をしていただきました。 

  まだコロナの収束が見えない中、今後の継続的

な支援についてどのように考えているかについて

お伺いいたします。 

  （２）ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）件

数の増加や女性の自殺者増加への対策についてお

伺いいたします。 
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  昨年４月から今年２月までに、全国の支援セン

ターに寄せられたＤＶ（配偶者などからの暴力）

の相談件数は17万5,693件で、一昨年の同時期に比

べ1.5倍に増加しています。 

  新型コロナウイルス感染症の流行により深刻な

影響を受けている飲食業や宿泊業、小売業に非正

規労働者の女性が多くを占めています。そのため、

女性を取り巻く経済状況が非常に厳しく、またＤ

Ｖ被害や育児の悩み、介護疲れなど、様々な問題

が潜み、深刻化し、女性の自殺者が増加し、昨年

１年間の女性の自殺者数は7,026人で、前年比935

人増加しており、例年とは明らかに異なる状態で

あるとの内閣府の「コロナ下の女性への影響と課

題に関する研究会」で報告書が発表されています。 

  山形県や本市での数字は公表されていませんが、

対岸の火事とは考えず、ＤＶ件数の増加や女性の

自殺者増加への対策について本市の取組について

お伺いいたします。 

  次に、子宮頸がんワクチンの正しい情報提供に

ついてお伺いいたします。 

  子宮頸がんを予防するヒトパピローマウイルス

ワクチンですが、（以下「ＨＰＶワクチン」とい

います）2010年から公費助成が始まり、2013年か

ら定期接種となりましたが、副作用の懸念から同

年６月勧奨中止となっています。 

  日本では、年間１万1,000人が子宮頸がんになり、

毎年約2,800人の女性が亡くなっています。また、

発病後治療で子宮を失い、妊娠できなくなる女性

は毎年1,200人いると報告があります。 

  このウイルスは、女性の多くが一生に一度感染

すると言われるウイルスです。感染しても、ほと

んどの人は自然に消えますが、一部の人でがんに

なってしまうことがあります。感染を防ぐことが

でき、子宮頸がんを予防できる唯一のワクチンが

ＨＰＶワクチンです。 

  今年１月の国立がんセンターでは、母親の子宮

頸がんが出産時に羊水に混入し、誕生直後の赤ち

ゃんが初めて泣いた際にこの羊水を吸い込み肺が

んが発症した例が２例見つかっています。 

  ２人の新生児は、肺がん手術やオプジーボによ

るがん免疫療法で治癒できましたが、母親２名は

その後亡くなっています。 

  小児肺がん患者は100万人に１人もいない極め

てまれな例であり、母親の子宮頸がんを予防する

ことが重要との報告をしております。 

  公費補助がない場合の接種費用は、薬剤により

変わりますが、３回接種で４万円から５万円かか

ります。 

  昨年10月、厚労省から各県・各市町村長に対し、

ＨＰＶワクチン対象者、小学校６年生から高校１

年生が対象者ですが、その対象の希望者が定期接

種を受けることができるよう、対象者への周知と

接種の機会を確保することの通達がありました。 

  私は、この通達が出る３か月前になりますが、

接種する、しないは本人の意思ではあるが、正し

い情報提供の必要性について健康課担当者との意

見交換を行い、その結果、接種の最終学年である

高校１年生に対し、８月下旬、情報提供を行って

いただきました。 

  ワクチン接種は、半年間で３回接種が必要であ

り、遅くとも９月中に１回目の接種が必要です。

接種については不安もあると思いますので、家族

や友達同士で話合いをする時間、自分で情報を取

る時間も必要と考えます。 

  そのためにも、早い時期での情報提供をお願い

したいと思いますが、今年度はどのようにお考え

なのかお伺いしたいと思います。 

  ４、改正災害対策法の周知についてお伺いいた

します。 

  最初に、昨年度まで環境生活課の中にあった危

機管理室が、今年度より新たに防災危機管理課と

して設置されましたが、この組織改革の意図につ

いてお伺いいたします。 

  10年前、東日本大震災時、避難所運営で女性の

視点の必要性について一般質問で取り上げ、防災

会議に女性の委員配置を提案し実現することがで
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きました。 

  昨年度には、液体ミルクを災害備蓄品として準

備していただきましたが、本市では生理用品も備

蓄されていることに大変驚き、うれしく思いまし

た。 

  県内の市町村で生理用品が備蓄されているとこ

ろは、ごく少数の状況です。本市では、３年前か

ら女性職員が危機管理課に配置されております。

その結果、女性の視点での避難所運営や備蓄品の

選定など、前向きに整備が進んだのではないかと

思いますが、いかがでしょうか。 

  最近よく耳にするのが、線状降水帯です。台風

と違い、短時間で集中的に、これまで経験したこ

とのないような記録的な大雨をもたらす災害が相

次いでいます。 

  今年５月20日より、改正災害対策法が施行され

ました。これは、レベル４の「避難指示」と「避

難勧告」の違いが分かりにくいとの指摘を受け「避

難指示」に一本化を行い、住民が身を守るための

決断や行動を取れるように、逃げ遅れを防ぐため

の改正です。 

  しかし、避難判断情報を変更しても、住民の理

解がなければ被害を減らすことにはつながらない

と思います。コロナ禍の中で、どのように住民に

周知していくのかお伺いいたします。 

  新庁舎建設と同時に、防災行政無線システムの

整備についても取り組んでいます。数年前、各地

区に同報系防災行政無線が設置されましたが、雨

音が強い大雨のときなどは、放送は地域の住民に

本当に聞こえるのでしょうか。 

  また、米沢市避難災害情報が携帯に入りますが、

携帯を持たない、使えない単身や夫婦のみの世帯

の高齢者が避難すべきか迷うことのないようにす

るにはどうしたらよいのか。また、市外、県外に

住む家族が、実家の高齢者に対し、地元の災害情

報や避難するよう伝えるための情報を取るには、

どのような手だて、方法があるのかお伺いします。 

  次に、防災行政無線システムの整備の内容と、

その進捗状況、またどのような効果が期待できる

のかお伺いします。 

  最後に、ＳＯＳを出しやすい環境や当事者に寄

り添う行政は、地道で息の長い取組が必要であり、

今の状況は、コロナの感染拡大前からありました

が、今はっきりと表面化しています。コロナが感

染拡大する前よりも住みやすい米沢市をつくるこ

とを目指し、壇上からの質問を終わります。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

  〔後藤利明総務部長登壇〕 

○後藤利明総務部長 初めに、令和３年度の組織改

編に伴い、こども課を子育て支援課と子ども家庭

課の２つの課に分割したことについてお答えいた

します。 

  子ども家庭課は、児童福祉法の改正に基づいた

子ども家庭総合支援拠点として、従来のこども課

を分割し新たに設置したもので、子供とその家庭

及び妊産婦等を対象に、実情の把握、より専門的

な相談対応や関係機関との総合調整を行う機能を

担うものです。 

  この拠点の設置によって、市は家庭の状況を把

握し、総合調整をする役割を担うことになるほか、

児童相談所からの指導措置委託を受けて市が指導

を行うケースも発生するなど、業務の増加が見込

まれることから、新たに課を設置したものでござ

います。 

  次に、米沢市役所におけるイクボス宣言とその

周知方法についてお答えいたします。 

  本市におけるイクボス宣言に係る経緯でありま

すが、職場で働く部下や同僚等の育児や介護、ワ

ーク・ライフ・バランス等を配慮・理解し、その

人のキャリアと人生を応援しながら、組織の業績

と結果を出し、自らも仕事と私生活を楽しむ上司

であるイクボスとなることを宣言することにより、

職員が安心して子育てできる環境をつくっていく

という趣旨に賛同し、平成31年２月12日に中川市

長がイクボス宣言を行うとともに、本市職員のワ

ーク・ライフ・バランスの推進の取組として、山



- 257 - 

形県の「やまがたイクボス同盟」に加盟し活動を

継続しているところでございます。 

  具体的には、令和元年５月に、管理職員である

部課長を対象にイクボス研修を行い、研修終了後、

部課長がそれぞれイクボス宣言を行ったところで

あり、その後に昇任した課長につきましてもイク

ボス宣言を行っているところであります。 

  また、イクボス宣言につきましては、部課長が

イクボス宣言書に署名した後、職場に掲示する方

法で職員に周知し、その浸透を図っているところ

であります。 

  次に、本市男性職員の育児休業取得状況につい

てお答えいたします。 

  平成28年度から令和元年度までの５年間は育児

休業取得の実績はありませんでしたが、令和２年

度は２名が取得しており、当該年度中に新たに育

児休業を取得した男性職員を当該年度中に新たに

育児休業が取得可能となった男性職員で除して得

た取得率につきましては、令和２年度は約22％と

なったところでございます。 

  今後は、育児休業の取得促進などを定めている

米沢市特定事業主行動計画を着実に実施すること

により、男性職員が積極的に育児休業を取得でき、

加えてワーク・ライフ・バランスを保ちながら安

心して子育てに取り組める職場環境の整備を図っ

ていきたいと考えております。 

  また、議員お述べのとおり、先日国会で可決さ

れました男性職員が取得できる出生時育児休業の

導入を盛り込んだ改正育児・介護休業法、いわゆ

る男性版産休の制度につきましては、地方公務員

の育児休業等に関する法律等関係法令改正の動向

を注視していきたいと考えているところでござい

ます。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

  〔山口恵美子健康福祉部長登壇〕 

○山口恵美子健康福祉部長 私から、１の本市の子

育て世帯を応援する支援対策についての（１）と

（２）のうち、プレパパママ教室の状況について、

２のコロナ禍における女性の影響について、３の

子宮頸がん予防ワクチンの正しい情報提供につい

てお答えいたします。 

  １の（１）双子への子育て支援についてですが、

まず本市の出生数は、令和元年度は464人、令和２

年度は450人で年々出生数は減少している状況で

す。 

  先ほどの話の中で、双子の人数はということで

したが、こちら年度ははっきり分からないところ

ですが、新生児訪問において確認いたしました平

成31年１月から令和元年12月31日までと、令和２

年に確認をいたしました双子の組数はそれぞれ２

組となっております。 

  本市の多胎児子育て支援事業は、三つ子以上を

養育している世帯に対するホームヘルパーの派遣

事業と、母子保健事業において多胎児の妊娠・出

産において回数を増やして保健師などが連絡をす

るなどの支援となっているところです。 

  議員お述べの双子に対する子育て支援につきま

しては、現在のところ実施していない状況であり

ます。 

  双子のお子様を持つ家庭では、育児不安や保護

者の心身の負担は大きく、また核家族化の増加な

ど、家庭を取り巻く環境が変化している状況から、

支援の必要性は十分認識しているところです。 

  議員御提案の支援策も含めまして、今後どのよ

うな支援策が効果的か、子育て全体の中で検討し

てまいりたいと考えております。 

  次に、男性の育児を促す仕組みのプレパパママ

向けの教室についての状況についてお答えいたし

ます。 

  プレパパママ向けの教室について、赤ちゃんを

迎える親講座ではありますけれども、内容といた

しましては、赤ちゃんの特徴や育児についての講

話や、先輩ママからの体験談を聞く育児編と、妊

娠中の食事を通して食生活を見直すための講話や、

離乳食づくり体験を行う栄養編があります。 
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  令和２年度は、育児編は６回実施し、57組106

名が参加、夫の同伴率は約８割でした。栄養編は

４回実施し、41組70人が参加、夫の同伴率は約７

割でした。令和元年度も同様の参加状況となって

おります。 

  令和２年度は、夫婦で参加しやすいよう、育児

編を休日にも開催したところ、夫の同伴率は10割

と大変好評をいただいております。今年度も、休

日に育児編の開催を予定しているところです。 

  次に、２のコロナ禍における女性の影響につい

て、（１）生理の貧困への継続的な支援について

ですが、本市では、長引くコロナ禍の影響により

困窮している市民への支援策として、生理用品が

十分に手に入らない状態にある生理の貧困が社会

問題となっていることから、令和３年５月６日か

ら、女性の生活支援として生理用品の無償配布を

実施しております。 

  配布に当たりましては、先ほども議員仰せのと

おり、女子学生に対しては1,300人、あと社会福祉

課において実施しております生活応援商品券給付

事業の対象となる1,000人の女性に対して、合わせ

て2,300人への支援を行っております。 

  配布に当たりましては、生理用品と一緒に、相

談支援につなげていくために、福祉相談窓口案内

チラシなども添えて、大学を通じて学生に配布し

ていただいているところです。市民の方には、社

会福祉課の窓口において生活応援商品券と一緒に

配布しております。 

  ５月12日に米沢女子短期大学において贈呈式を

行いました。代表の学生の方からは、毎月消費し、

お金のかかる生活用品を無償で頂きありがたい。

就労やアルバイトも不安の中で応援していただき、

心が救われるとの感謝の言葉をいただきました。

そのほかにも、学生から多くの感謝のメッセージ

が寄せられているところです。 

  コロナの収束がまだ見えず、女性を取り巻く状

況は依然として厳しいことから、生理用品無償配

布につきましては、対象範囲の拡充も視野に継続

的な支援を行っていけるよう検討してまいります。 

  続きまして、（２）のＤＶ件数の増加や女性の

自殺者増加への対策についてお答えいたします。 

  コロナ禍により、ＤＶ件数や女性の自殺者数が

全国的に増加していると報道されております。自

殺者数につきましては、県内の状況では、その理

由がコロナの影響によるものか確認できませんが、

警視庁の統計データによりますと、令和元年度で

は総数194件で、うち女性の自殺者数が53件であっ

たのに対し、令和２年度は総数194件で同数である

ものの、女性の件数は58件であり、県内において

も女性の自殺者数は増加している状況です。 

  ＤＶにつきましては、全国の状況では、警視庁

の統計データによりますと、令和元年度の相談件

数が８万2,207件、令和２年度が８万2,643件と増

加しておりますが、本市の状況では、令和元年度

のＤＶの相談件数が延べ件数70件であったのに対

し、令和２年度は延べ件数69件であり、コロナの

影響でＤＶの相談件数が増加しているということ

まではいかない状況でありました。 

  本市では、子ども家庭課内に婦人相談員を配置

し、ＤＶをはじめ女性が抱える様々な悩みについ

て相談に応じています。ＤＶ被害で相談に訪れる

方は、初めて被害を受けた方から長年苦しんでき

た方、他市町村から避難してきた方、またお子さ

んがいる方など、その状況は様々です。 

  その方の置かれている状況を把握し、その方に

必要な支援策の情報を提供するとともに、緊急に

保護が必要な場合には、関係機関と連携を図りな

がら安全の確保に努めているところです。 

  また、悩みを１人で抱え込み追い込まれてしま

うことがないよう、まずは相談に来ていただける

ように、相談窓口の一層の周知を図り、追い込ま

れてしまう前に手だてを打てるように取り組んで

まいりたいと考えております。 

  コロナ禍においても、女性が生き生きと自分ら

しく元気に過ごすことができるように、今後も相

談者一人一人に寄り添いながら支援に努めてまい
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ります。 

  次に、３の子宮頸がん予防ワクチンの正しい情

報についてお答えいたします。 

  子宮頸がんワクチンは、平成25年４月１日から

予防接種法に基づく定期接種に位置づけられ、対

象者は小学６年生から高校１年生相当の女子とさ

れています。 

  ワクチンは２種類あり、接種間隔が異なります

が、どちらも６か月の間に３回接種することにな

ります。 

  このワクチンは、子宮頸がんの原因となるウイ

ルスの感染を防ぎ、子宮頸がん検診で前がん病変

を早期に発見し早期治療することと併せて、子宮

頸がんの発症や死亡者数の減少が期待されていま

す。 

  しかし、定期接種として接種が開始された後、

ワクチンとの因果関係が否定できない持続的な疼

痛などが接種後に見られたことから、国からの通

知により接種対象者に個別に接種を勧める積極的

勧奨は中断されています。ただし、定期接種とし

ての位置づけに変更はなく、公費負担による接種

は継続されています。 

  本市の子宮頸がん予防ワクチンの情報提供につ

いては、本市発行の子育てハンドブック掲載の予

防接種の一覧と、市のホームページでの周知にと

どまっていたことから、ワクチンの存在を知らな

い人が増えてきている状況でした。 

  このことから、昨年８月、高校１年生相当の女

子にワクチンの情報のお知らせを送付し、周知を

図ったところです。 

  この周知により、令和元年度の子宮頸がん予防

ワクチンの接種件数が、１回目から３回目の接種

を合わせて延べ７件だったのが、令和２年度の接

種件数では延べ66件と大幅に増えたところです。 

  今年度も、高校１年生相当の女子を対象に、昨

年より時期を早め、６月中旬に個別通知を行い、

子宮頸がんとウイルスの関係やワクチンの効果と

リスクなど、保護者の方が接種を受けるかどうか

判断するための情報提供を行ったところです。 

  今後も対象年齢を考慮し、適切な時期に情報提

供を行うよう努めてまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、１の（２）男性の

育児を促す仕組みについてのうち、市内企業への

イクボス宣言や男性職員の育児休業取得に向けた

働きかけはどのように行っているのかについてお

答えいたします。 

  山形県では、女性の活躍や男性の育児、家事へ

の参加促進など、男女が共に仕事と家庭生活を両

立できる社会の実現を目指し、先ほどの総務部長

の答弁にもありましたが、山形県知事や経済団体

等の代表が発起人となり、イクボス宣言を行った

県内の企業・団体で組織する「やまがたイクボス

同盟」を平成27年に設立いたしました。 

  本年３月現在、県内の508組織が加盟しており本

市からも19の組織が加盟し、活動を行っておりま

す。 

  この同盟へ加盟するメリットといたしましては、

ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでい

ることを対外的にアピールすることで企業イメー

ジのアップにつながり、人材確保などの面で有利

になることや、イクボスに関するセミナーなどで

最新の取組を吸収し、働きやすい職場づくりを進

めることで社員の皆さんの意識や生産性の向上に

つながることが期待されるほか、育児休業や介護

休暇を取得しやすい環境にすることで、育児や介

護を理由とする離職を未然に防ぐことができるな

どが挙げられます。 

  市内の企業が、これらのメリットを理解し活用

いただけるよう、市としても県と連携し、現在チ

ラシなどを活用しながら関係機関や業界団体を通

して周知に努めているところであります。 

  また、先頃成立しました改正育児・介護休業法

では、従来の育児休業制度に加えて、男性は子の
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誕生後８週間まで、最大４週間の育児休業を取得

できるようにするなど、働く人の希望に沿って仕

事と育児を両立できる環境整備が進んでおり、男

性の育児休業の取得率を向上させることが、結果

として女性の雇用継続にもつながってまいります

ので、引き続き市内企業に対しましてイクボス宣

言並びに男性の育児休業の取得向上に向けた制度

などの周知を図りながら、男性の家事・育児への

積極的な参加の意識醸成を促してまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

  〔安部道夫市民環境部長登壇〕 

○安部道夫市民環境部長 私からは、４の改正災害

対策基本法の周知についての御質問にお答えいた

します。 

  初めに、令和３年度組織改編による防災危機管

理課の新設の意図についてでございますが、こち

らは防災対策のさらなる向上と組織体制の強化を

図ることを目的としております。 

  次に、女性職員の配置についてでありますが、

お話のとおり、現在、防災危機管理課には女性の

常勤職員が１名配置されております。 

  これまでに、液体ミルクや生理用品などの備蓄

の整備においては、女性の視点から迅速な対応を

取ることができたと捉えております。 

  このほか、避難所運営に女性の細やかな視点を

取り入れるため、地区ごとの避難所に女性の行政

担当者を１名以上配置しており、このことで、女

性や子育て家庭をはじめとして、誰にとっても安

全で安心できる避難所環境をつくることにつなが

るものと期待しているところです。 

  今後とも、男女共同参画の視点を取り入れ、防

災施策の充実を図ってまいります。 

  次に、災害対策基本法の改正を住民にどのよう

に周知していくのかについてでありますが、こち

らも議員お話しのとおり、５段階に分かれている

警戒レベルのうちレベル４につきましては、避難

勧告と避難指示があったところでございますが、

こちら令和３年５月20日から避難指示に一本化さ

れたところであります。 

  また、災害のおそれがあるレベル３の段階にお

いても、高齢者らにいち早く安全な場所へ避難し

てもらうよう、「避難準備・高齢者等避難開始」

から「高齢者等避難」に名称が変更されたところ

であります。 

  これらの改正点の住民への周知については、広

報よねざわ６月１日号に掲載したほか、米沢市公

式ホームページ、市のＳＮＳにも情報を載せてお

りますが、大雨等で実際に避難行動をしていただ

く際にも、分かりやすく情報発信していきたいと

考えております。 

  なお、広報よねざわの掲載ページには、切り取

り線がついており、令和２年７月に全戸配布して

おります「防災マップ追録版」に貼り付けて保管

できるよう工夫をしておりますので、ぜひ御活用

くださるようお願いしたいと考えております。 

  次に、携帯電話を所持していない単身者や高齢

者夫婦のみの世帯に避難を促すための手だてにつ

いてでありますが、本市の防災行政無線システム

は、緊急速報メール、ケーブルテレビでのＬ字放

送、コミュニティＦＭへの緊急割り込み放送、同

報系無線、防災ラジオ、公式ＬＩＮＥなどの多種

多様な複数メディアとの連携強化を図っていると

ころですが、携帯電話を所持していない高齢者に

避難を促す手段といたしましては、離れて暮らす

家族に本市公式ＳＮＳに登録していただくという

手法がございます。 

  ＳＮＳの場合は、エリアメールと異なり、災害

の発生のおそれがある市内だけでなく、市外の方

へも避難情報の提供ができるようになるため、遠

方にお住まいの家族や親類等が受信した災害避難

情報を本市在住の家族へ直接電話で避難を呼びか

けてもらうというもので、避難行動を促す手段の

一つとして期待しているところです。 

  次に、防災行政無線システムの整備内容と進捗

状況及び効果についてでありますが、このたび新
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庁舎建設に伴い、防災行政無線システムのうちア

ナログ移動系無線をデジタル化し、市役所に設置

する統制台、避難所となる小中学校、コミュニテ

ィセンターの無線機器の更新を行っております。 

  その他、防災行政無線システムでは、気象情報

や災害発生リスクを防災危機管理課職員以外でも

把握できるよう防災情報集約システムを導入し、

市役所の各フロアの執務室にあるモニターで気象

情報を把握することが可能となります。 

  市内の降雨量や河川水位などの気象情報が一元

的に視覚化されますので、情報収集において量も

速度も向上することから、避難所開設指示や避難

情報発令について、より迅速に行えるものと期待

しております。 

  現在の防災行政無線システム整備の進捗状況で

ございますが、同報系無線と移動系無線単体のそ

れぞれの設置は終了しておりますが、両システム

を連動させる部分が完了しておりません。これが

完了した場合には、一体的な操作ができ、災害対

策本部の強化が図れることになります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 山田富佐子議員。 

○１５番（山田富佐子議員） ありがとうございま

した。何か久しぶりの質問だったものですから、

時間配分がうまくできなくて、大変申し訳ありま

せんでしたが、早速２回目の質問に入らせていた

だきます。 

  先ほど生理の貧困への継続的な支援についてお

伺いしましたが、先ほど壇上でもお話ししました

が、中川市長がいち早く支援に取り組んでいただ

いたこと、すごく心強かったです。実は、私が住

む松川地区では、コロナ感染拡大前は学生と大学

との交流がすごく活発で、花植え運動とかそばを

食べる会、バーベキュー祭り、秋の収穫祭、最後

には卒業のお別れ会など、本当に大学の先生と一

緒に地域づくりをしてきておりまして、そのとき

に、今回地元のコミセンを中心に、学生に2.8トン

の食料品や日用品、生理用品などの支援を行いま

した。 

  学生からは、たくさんの感謝の言葉があったの

ですが、先ほどもありましたけれども、松川コミ

センに対しての、松川地区に対しての感謝の言葉

をちょっとだけお話しさせてください。 

  生活費がかつかつだったので、本当に助かりま

した、まさか３袋分の食料と飲物、生活必需品、

生理用品をもらえると思っていなかったので驚き

ました、米沢に来て初めてお菓子を食べましたな

どと、困窮している学生の状況を知ることができ

ました。 

  しかし、その中でもっと印象的だったのは、地

域の方の優しさと結束力に感動しました。地域の

方の元気な姿を見て、私も頑張ろうと思いました

とか、今回支援をいただき、一人では絶対に生き

ていけないと感じ、周りの人の支えがあるからこ

そ今の自分があるのだと改めて感じましたとか、

また、大変だという状況は皆さん同じなのにもか

かわらず、私たち学生のことを考えてくださって

いる地域の皆さんのことを思うと、この大学に進

学してよかったと改めて感じましたとか、もう１

点、新しい生活と自分の今後に対して焦りがあり

ましたが、重荷が一気に減りました。皆様の御支

援やお気持ちや支えを、自分も将来一人でも多く

の人に光を与えられる存在になりたいです、今後

の学生の人生にも影響するようなすてきな言葉を

たくさんいただきました。 

  本市は、学園都市を掲げておりますが、やはり

米沢市の取組に対し他市からの評価も高く、私も

要望書を提出させていただいた13市の中で、数名

の市長から「山田さん、中川市長へぜひ市長会に

提案していただいて、全市長で取り組んでいくよ

うに伝えてください」なんてお話もいただいたと

ころです。 

  ぜひ市長、学生のメッセージの感想も含め、市

長の所感をお聞きしたいと思いますが、いかがで

しょうか。 

○相田克平議長 中川市長。 
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○中川 勝市長 米沢は今、御例示にありましたよ

うに学園都市で、大変学生との交流も多くなって

おります。そして生理の貧困という社会問題にも

なっていたことを承知しておりましたし、また山

田議員からも、そういった要請もありました。 

  そして何よりもありがたかったのは、やはり米

沢市の観光大使を務めていただいて、ふるさと応

援、企業版のふるさと納税もお世話になったり、

マスクも本当になくなったとき頂いた方からお電

話いただきまして、「市長、何か今困っているこ

とないか」と言われたとき「マスク、どう」と言

われたのでしたけれども、実は今、こういったこ

とで生理の貧困ということで、女子学生さんが本

当に困っているというようなお話をさせていただ

いたのを契機にしまして、大変ありがたい御支援

をいただいて、それと市の予算も含めて対応させ

ていただいたと。 

  これを全13市にというお話でありましたけれど

も、米沢が学園都市という特異性もありますので、

ほかの市がどこまで同じようなあれになっていく

か分かりませんけれども、事ある場面を見つけて

お話をさせていただきたいと、このように考えて

おります。 

○相田克平議長 山田富佐子議員。 

○１５番（山田富佐子議員） ありがとうございま

す。やはり生理用品を継続して配布する仕組みづ

くりを提案させていただきたいのですが、例えば

社会福祉協議会や市役所を窓口に、女性職員受付

窓口などをつくって、例えば思いやりカードなど

をつくって、それを見せるだけで説明しなくても

無償で受け取れる体制の整備の検討をお願いした

いなと思いますが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 配布方法につきまして

は、今議員御提案のお話も含めまして前向きに検

討させていただきたいと思います。 

○相田克平議長 山田富佐子議員。 

○１５番（山田富佐子議員） 次に、今回の要望書

活動の中で、他市の教育長からは、親から生理用

品を買ってもらえないネグレクトや、父子家庭の

場合、父親に言いにくいなどの児童生徒がいるこ

ともお聞きしています。 

  当市では、保健室に準備しているとお聞きしま

したが、必ずしも養護教諭が在室しているとは限

りません。また、担任が男性教員の場合は伝えに

くいこともあるのかなとも思います。 

  先月末、丸川珠代男女共同参画大臣は、生理の

貧困への対策を講じている自治体は、全国で少な

くとも255ある。全国的には女子トイレ、公共施設

等に生理用品を無償で設置している自治体が多く

なっていると発言したとの新聞報道がありました。 

  経済的な支援の一つとして、児童生徒が気兼ね

なく利用できるよう、小中学校女子トイレに設置

できないかお伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 現在、小中学校において

生理の貧困で早急な支援までは至っていない状況

と把握しておるところです。ただ、長引くコロナ

禍で、子供たちの保護者の方々にも多少なり影響

があるのではないかなと思っております。 

  各小中学校におきましては、ふだん以上に家庭

状況の変化について注視をしているところです。 

  学校において、生理用品については、今お話し

のとおり保健室に常備している状況です。御提案

いただきました内容については、各校の養護教諭

などの思いも酌み取りながら、参考にしながら、

校長会と相談をさせていただきたいなと、そのよ

うに思っております。 

○相田克平議長 山田富佐子議員。 

○１５番（山田富佐子議員） ありがとうございま

す。 

  やはり、誰一人取り残さない社会を実現するた

めに、さらに本市においても負担軽減に取り組ん

でいただきたいと思います。 

  次に、私は子供の人権を守り、虐待、ＤＶを地

域社会からなくすことを目指し、さらに男女共同
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参画を推進する、主に米沢市、置賜地方で活動を

行っているＰｕｒｐｌｅ Ｒｉｂｂｏｎ Ｇｒａ

ｃｅという団体で――齋藤千惠子副議長、関谷幸

子議員と共に会員は約20名ほどおりますが――活

動しております。 

  県内の相談窓口としては、各市町村担当窓口の

ほかにも県総合支庁、男女共同参画センターチェ

リアなどがありますけれども、酒田や庄内地区に

は、各市町村の窓口のほかに別に相談センターも

あります。置賜地方にはないわけですけれども、

相談者の解決のためには、専門的な知見や警察、

産婦人科医、弁護士などのネットワークが必要で

す。機能としての相談の場や学習の場、交流の場

となる男女共同参画センターの設立を目標に、毎

月勉強会を行いながら活動しているところですが、

米沢市の第２次米沢市男女共同参画基本計画の中

には、ＤＶ根絶のための相談機能支援体制の充実

の具体的な取組として、相談窓口の周知や相談者

にスムーズに対応できる庁内連携、相談担当職員

の資質の向上を図るための研修会をするというこ

とが記載されていますが、間もなく後期にもなり

ますので、現在の進捗状況についてお伺いしたい

と思います。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 先ほども申し上げまし

たけれども、本市には現在、婦人相談員、会計年

度任用職員の１名と、あと昨年度から社会福祉士

が配置されておりまして、専門的な知識を持った

者を配置しているところです。 

  ＤＶだけではなく、確かに子供の虐待も併せて

配置されているわけですけれども、横のつながり

を持ちながら、現在対応させていただいておりま

す。 

  今後とも、研修などを強化いたしまして、でき

るだけ知識を深めていただき、また相談の知識な

ども深めながら対応させていただきたいというこ

とで考えております。 

○相田克平議長 山田富佐子議員。 

○１５番（山田富佐子議員） やはりこれは、相談

体制の強化とか、また相談に対応する――先ほど

部長から話がありましたが――婦人相談員の能力

を高めるような研修というのが重要なのではない

かなと思いますけれども、米沢市の場合は、婦人

相談員は市職員になっているのか、また例えば市

職員でなければ雇用年数とか、そういうのも関わ

ってきて、長期的にそういう仕事に携わるような

体制になっているのか、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 現在婦人相談員という

ことで任用させていただくのは、会計年度任用職

員１名でありますけれども、この者につきまして

は、かなり経験を積んでいる者になっております。

確かに、今までですと年数等に縛りがありました

ので、変更されるということが多かったこともあ

りますけれども、現在は継続してこの者が務めて

いるところになります。 

  また、職員につきましては婦人相談員という名

前ではなく、担当として社会福祉士などがこの業

務に一緒に当たっておりますので、業務の中身に

つきましては、人員については以前より拡充され

ていると思っております。 

○相田克平議長 山田富佐子議員。 

○１５番（山田富佐子議員） 今、婦人相談員の任

用についてお伺いいたしましたけれども、やはり

このようなコロナ禍でもあり、大変、いろいろな

女性が抱える問題というのは本当に多種多様にな

ってきているのではないかなと思います｡そのと

きに、この１名の方の婦人相談員、ましてや会計

年度任用という中では、やはりこの方の負担とい

うか、そういうのもすごく大きいのではないかな

と私は今思いました。 

  やはり、先ほども言いましたように、こういう

相談に乗るには、大変知見と、あとはいろいろな

関係機関とのネットワークというのもすごく重要

になってきますので、まずは相談体制の強化、本

日はセンターのこととかは言いませんが、やはり
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今後相談体制の強化をしていくということはとて

も大切なことだと思います。 

  男女平等社会、安心、安全な地域をつくってい

くこと、誰もが自分らしく輝ける女性のための支

援について、私自身もしっかり、これからも取り

組んでいきたいなと思いますので、今後ともどう

ぞよろしくお願いいたします。 

  最後になりますが、実は県では、来年１月から

出産費用を負担軽減するために給付金の支援策を

検討しているようです。これは、健康保険法に基

づく出産育児一時金が40万4,000円に対して、平均

出産費用の推計額が52万円ということで、その差

額の11万6,000円のうちの２分の１、５万8,000円

を給付しようとしています。 

  このことは、子育て支援の強化として大いに評

価できると思いますが、やはり私は、米沢市の先

ほどのデータの話も伺いましたが、少子化対策の

一環として、年間の出生数もどんどん減ってきて

いるわけですので、やはりそれは根底には親の負

担も大きくなっているのではないかなと思うとこ

ろです。 

  ぜひ、支援策として、双子だけでなく出生児の

親の負担を軽減するためには、やはり米沢市もマ

ザーズバッグとか、いろいろ親に対しても支援は

していますが、一番私は紙おむつとか、そういう

支援策がすごく親にとってはありがたいのではな

いかなと思うのですが、紙おむつの補助とかそう

いうのは、例えばマザーズバッグって米織製品で

すごく高級なようなんです。私は見ておりません

けれども、でも、日々使う紙おむつを頂いたほう

が、大変私としてはありがたいような気がします

し、今、子育て中のお父さん、お母さんもありが

たいような気がしますが、最後にそのことについ

て、今後検討される余地があるかどうか、お伺い

したいと思います。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 子育て支援につきまし

ては、様々な御要望を多方面からいただいており

ます。経済的な支援ということで、財政状況も勘

案しながら、先ほど御提案いただいきました支援

につきましても、併せて検討させていただきたい

と思います。 

○相田克平議長 以上で15番山田富佐子議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時１９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時１９分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

 

 

 

  日程第２ 議第５６号令和３年度米沢市一 

       般会計補正予算（第３号） 

 

○相田克平議長 次に、日程第２、議第56号令和３

年度米沢市一般会計補正予算（第３号）を議題と

いたします。 

  この場合、市長から提案理由の説明を求めます。

中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 ただいま上程になりました議第56

号令和３年度米沢市一般会計補正予算（第３号）

について説明いたします。 

  本案は、国の補助を活用して実施する新型コロ

ナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の支給に

要する経費として、緊急に補正を必要とする事業

費1,290万5,000円を増額補正しようとするもので

あり、この結果、補正前と合わせた一般会計の予

算総額は429億328万2,000円となります。 

  この財源につきましては、全額国庫支出金であ

ります。 
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  以上、提案いたしました議案につきまして、よ

ろしく御審議の上、御賛同賜りますようお願い申

し上げ、提案理由の説明といたします。 

○相田克平議長 ただいまの市長説明に対し、総括

質疑を許可します。御質疑ありませんか。 

  〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○相田克平議長 なければ、総括質疑を終結いたし

ます。 

  ただいま議題となっております議案１件は、会

議規則第37条第１項の規定により、配付しており

ます議案付託表（追加）のとおり、所管の委員会

に付託いたします。 

  所管の委員会は、会議日程により慎重審査の上、

来る６月30日の本会議にその結果を御報告願いま

す。 

 

 

 

  散    会 

 

○相田克平議長 以上をもちまして、本日の日程は

終了いたしました。 

  本日は、これにて散会いたします。 

 

  午後 ３時２２分 散  会 
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